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第一部　　　企　業　情　報



－２－

第　１　　企　業　の　概　況
1.　主要な経営指標等の推移

回　　　　　　　　　次 第 98 期 第 99 期 第 100 期 第 101 期 第 102 期

決　　算　　　年　　月 平成9年3月 平成10年3月 平成11年3月 平成12年3月 平成13年3月

(１)　連結経営指標等

売 上 高 百万円 6,658,875 6,564,637 6,580,001 5,977,075 6,089,620

経 常 損 益 〃 140,699 4,695 24,463 △1,642 282,309

当 期 純 損 益 〃 77,743 △14,007 △27,714 △684,363 331,075

純 資 産 額 〃 1,356,090 1,282,485 1,254,595 929,356 957,939

総 資 産 額 〃 7,473,778 7,883,786 6,917,561 6,541,184 6,451,243

1 株 当 た り純 資 産 額 円 539.63 510.33 499.24 236.71 241.07

1 株当たり当期純損益 〃 30.94 △5.57 △11.03 △179.98 83.53
潜 在 株 式 調 整 後
1 株 当 た り 当 期 純 利 益

〃 30.91 ― ― ― 79.45

自 己 資 本 比 率 ％ 18.1 16.3 18.2 14.2 14.8

自 己 資 本 利 益 率 〃 5.73 ― ― ― 35.08

株 価 収 益 率 倍 24.08 ― ― ― 9.46
営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

百万円 ― ― ― 292,091 73,251

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

〃 ― ― ― △180,412 △15,585

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

〃 ― ― ― △318,083 △263,094

現 金 及 び 現 金 同 等 物
の 期 末 残 高

〃 ― ― ― 490,708 288,536

従 業 員 数 ― ― ― 136,397 124,467
(　)内は期末臨時雇用者数で外数

人
(―) (―) (―) （5,129） （9,366）

(２)　提出会社の経営指標等

売 上 高 百万円 3,690,441 3,546,126 3,319,659 2,997,020 2,980,130

経 常 損 益 〃 81,033 57,707 14,646 △35,850 135,693

当 期 純 損 益 〃 51,333 16,548 △34,809 △790,064 187,485

資 本 金 〃 203,742 203,755 203,755 496,605 496,606

発 行 済 株 式 総 数 千株 2,513,004 2,513,044 2,513,044 3,977,294 3,977,295

純 資 産 額 百万円 1,538,453 1,529,898 1,477,498 1,263,075 1,450,159

総 資 産 額 〃 3,230,355 3,661,093 3,595,272 3,563,853 3,576,466

1 株当たり純資産額 円 612.20 608.78 587.93 317.57 364.61
1 株 当 た り配 当 額
(内 1 株当たり中間配当額)

〃
(〃)

7
(   0)

10
(   3)

0
(   0)

0
(   0)

7
(   0)

1 株当たり当期純損益 〃 20.43 6.59 △13.85 △204.93 47.14
潜 在 株 式 調 整 後
1 株当たり当期純利益 〃 20.42 ― ― ― 44.85

自 己 資 本 比 率 ％ 47.6 41.8 41.1 35.4 40.5

自 己 資 本 利 益 率 〃 3.37 1.08 ― ― 13.82

株 価 収 益 率 倍 36.47 77.39 ― ― 16.76

配 当 性 向 ％ 34.3 151.9 ― ― 14.8

従 業 員 数 41,266 39,969 39,467 32,707 30,747
(　)内は期末臨時雇用者数で外数

人
(―) (―) (―) (176) (138)

(注) 1. 売上高には､消費税等は含まれていない｡
2. 連結経営指標等の第 99 期､第 100 期及び第 101 期｢潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益｣は､｢当期純損益｣が損失の

ため記   載していない｡
3. 提出会社の経営指標等の第 99 期｢潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益｣は､調整計算の結果､希薄化しないため記載

してい   ない｡また､第 100 期及び第 101 期｢潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益｣は､｢当期純損益｣が損失のため記載して
いない｡

4. 従業員数は、第 101 期より就業員数を表示している。
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　5.　従業員の状況

(1)　連結会社の状況 (平成 13 年 3 月 31 日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従　業　員　数

日 本 88,363 (5,781) 人

北 米 10,097 (  256)

メ キ シ コ  9,406 (  797)

欧 州 12,898 (2,180)

そ の 他 在 外 3,703 (  352)

計 124,467 (9,366)

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　　)内に期末時点の人員を外数で表示している｡

(2)　提出会社の状況 (平成13 年3月31 日現在)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

　　　30,747　(138) 　　　　　　　40.0 　　　　　　　19.5 　　　　　6,156,000

(注) 1. 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　　)内に期末時点の人員を外数で表示している｡
2. 平均年間給与（部課長除きの一般従業員）は、賞与及び基準外賃金を含む。
3.宇宙航空事業部の営業譲渡に伴い、776 人が転籍した。
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第　２　　事　業　の　状　況

1.　業績等の概要

(1)　業　　績

当連結会計年度において当社グループの全世界における自動車販売台数（小売り）は、日本を除いた全ての主要

市場で販売が伸びた結果、前連結会計年度の2,530 千台から4.0％増の 2,632 千台となった。

日本国内では前年度比3.6％減の 733 千台、北米（米国、カナダ）では前年度比 5.3％増の793 千台、欧州では

前年度比 3.5％増の 573 千台となり、その他地域は前年度比 14.8％増の 622 千台となった。

当連結会計年度の業績は、売上高は6 兆 896 億円となり前連結会計年度に比べ 1,125 億円（1.9％）の増収とな

った。主な増収要因は売上台数の増加、車種構成及び販売価格等によるもので為替変動による減収要因を吸収

した。

営業利益は、2,903 億円となり前連結会計年度に比べ2,077 億円（251.6％）の増益となった。営業利益の増減要

因については、増益要因として、購買コストの削減、販売費、一般管理費の削減等が大きく貢献した。一方減益要

因としては、主として円高による為替差損である。

また、経常利益では財務コストの低減、有価証券の売却益等により前連結会計年度の16 億円の損失から2,839

億円改善し、2,823 億円となった。特別損益は74 億円の利益を計上したことから、税金等調整前当期純利益は、

2,897 億円となり、前連結会計年度に比べ1 兆24 億円の改善となった。なお、当連結会計年度では、リストラ費用は

追加計上していない。

法人税、住民税及び事業税681 億円、税効果会計による法人税等調整額として 1,306 億円（益）、少数株主利益

211 億円を計上したことから、当期純利益は3,311 億円となり前連結会計年度に比べ1 兆154 億円の改善となった。

これは当社グループにとって過去最高の結果となった。

所在地別セグメントの業績を示すと、以下のとおりである。

a. 日 本

・売上高（セグメント間の内部売上高を含む）3 兆 9,178 億円、前連結会計年度に比べ 377 億円(1.0%)の減収

・営業利益 1,743 億円、前連結会計年度に比べ 1,549 億円(797.2%)の増益

  主な増加の要因は、売上台数の減少、車種構成の悪化等の減益要因があったものの購買コストの削減及

び販売費、一般管理費の削減等の増益要因によるものが大きく影響した。

b. 北 米

 ・売上高（セグメント間の内部売上高を含む）2 兆 4,821 億円、前連結会計年度に比べ 2,418 億円(10.8%)の増収

   ・営業利益1,505億円、前連結会計年度に比べ631億円(72.3 %)の増益

  主な増加の要因は、売上台数の増加、販売費の削減等による。

c. 欧 州

・売上高（セグメント間の内部売上高を含む）8,404 億円、前連結会計年度に比べ 498 億円(5.6%)の減収

・営業損失 273 億円、前連結会計年度に比べ 108 億円( -%)の改善

  主な改善の要因は、売上台数の増加、販売費の減少等による。

d. その他在外

・売上高（セグメント間の内部売上高を含む）2,626 億円、前連結会計年度に比べ 43 億円(1.7%)の増収

・営業利益 40 億円、前連結会計年度に比べ 71 億円( - %)の改善

  主な改善の要因は、売上台数の増加等による。

（ルノーとの提携の進捗状況について）

当社とフランスの自動車メーカー・ルノーは、平成11 年 3 月に提携を発表した。この提携は、両社がさらに競争力

のある自動車メーカーへと成長していくうえで大きな効果をもたらしている。

当社とルノーとの提携は、将来に向け利益ある成長を持続させるうえで極めて重要な戦略であり、共通の目標は、

二国間の企業連合によって世界最強の自動車グループとなることである。
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　 この戦略的提携の第一の目的は、当社を利益を生み、競争力のある体制に復活させることにあった。当社はこ
の目的に向かって着実に前進しており、購買・製造・物流・販売マーケティング・技術の各分野で提携の効果をあげ
ている。長期的には、これらのシナジー効果は、当社を復活させるだけではなく、さらなる成長へと導くものとなる。
　 既に２つのプラットフォームについて共同開発することを発表している。「Bプラットフォーム」は 1,700 千台以上、
一方の「Cプラットフォーム」は 2,000 千台以上の使用を予定している。両社が生産する自動車の50％以上に、これ
ら2 つの共用プラットフォームを用いる計画である。
　 平成12 年 12 月6 日には、両社の共同生産の第一弾として、「ルノー・セニック」の一号車が当社のメキシコ・クエ
ルナバカ工場で生産された。また、平成13 年12 月には、当社のメキシコ・アグアスカリエンテス工場で「ルノー・クリ
オ」の生産が始まる予定であり、引き続き平成14 年1 月には、ルノーのブラジル・クリチバ工場で当社のピックアップ
トラック「フロンティア」の生産が始まる。さらに、平成14 年初頭には、当社のスペイン・バルセロナ工場で「ルノー・
X83」の組立を開始する予定である。
　 また、当社とルノーは平成13 年 3 月12 日、共同購買のための会社の設立を発表した。この会社は当社とルノー
のそれぞれ 50 名によるスタッフで構成されている。共同購買による量的効果を最大限に生かし、「日産リバイバル・
プラン」の残り2 年間で 1％の購買コスト追加削減を目指している。
　 当社とルノーは相互の業務の統合化を可能な限り進めている。欧州では共通ハブ戦略を導入し、スイスとオラン
ダでは販売会社を統合した。オーストラリア、モロッコ、南アメリカ及び日本においても、それぞれのブランドの独立
性を保ちながら、効率向上に向けた販売業務の統合を進めている。
   この提携は、相互のアイデンティティーを尊重しながら業績向上を図り、「勝ち組同士の連携」を目指すものであ
る。

 
（日産リバイバル・プランの進捗状況）

  当社は、平成11 年10 月18 日に、3 つのコミットメント（必達目標）を含めた経営再建計画「日産リバイバル・プラ
ン」を発表した。このプランはその後、順調にしかも予想を上回るスピードで進捗し、かつ、より深く浸透しながら、当
初の見込みより高い水準に到達しつつある。
  この平成12 年度の決算では、連結当期純利益は 3,311 億円を計上し、「日産リバイバル・プラン」初年度の目標
である「平成12 年度連結当期純損益黒字化」を達成しただけではなく、過去最高の当期純利益を計上することが
できた。
  自動車事業の連結実質有利子負債残高は、順調に削減が進み、平成12年度末ではこの15年間で初めて1兆
円を下回り、9,527億円となった。
  「日産リバイバル・プラン」を発表した時点では、販売台数（小売り）の伸びは見込んでいなかったが、日本を除く
他の市場で販売が伸びた結果、当期のグローバル総販売台数は、前年度の 2,530 千台から2,632 千台へと4.0％
増となった。新商品の投入、新ブランド・アイデンティティーの導入及び関連事業の進展がこの成長をもたらした。

① 新 商 品

  国内では、販売台数が前年度比 3.6％減の733 千台にとどまったが、「日産リバイバル・プラン」の下、今後2 年間

に11 の新型車を投入予定であり、それに向けた販売網強化を着実に行ないながら、マーケット・シェアを安定維持

するための一環として以下の4 車種を市場投入した。

・ 新型セダン「ブルーバード シルフィ」は、日本で最もクリーンなガソリン車であり、その排出ガスはハイブリッド車

よりもクリーンとなっている。

・ 新型ＳＵＶ 「Ｘ-Ｔｒａｉｌ （エクストレイル）」は、クラス中、最多販売台数の小型ＲＶで、若い世代の購入層に強くア

ピールする魅力的な車である。

・ 新型「シーマ」は、国産車で最高性能を持つラグジュアリー・セダンとして、初代シーマで見られたいわゆるシー

マ現象を再燃させた。

・ 新型「プリメーラ」は、デザイン・機能ともに一新され、外観、居住スペース、その他多数の新しい特徴を備えてい

る。特にコックピット技術は情報機能に優れ、より扱い易く、安全なドライビングを指向した高度なマン-マシン・イ

ンターフェースを実現した。

　 これらの新型4 車種は市場で好評を得ており、当社の業績面とブランド・イメージ向上に大きく貢献している。
  北米では、「エクステラ」、「マキシマ」及び「フロンティア」の販売が引き続き堅調で、日産車の人気は上昇している。
また、新型車「セントラ」が好評を博し、米国及びカナダでの売上が大幅に増加した。その結果、北米での販売台数
は、前期比5.3％増の793千台となった。米国では、全体需要が1.5％減と低迷する中で、当社の販売台数は4.3％
増の 744 千台と健闘し、シェアを 4.3%に伸ばした。カナダでの販売台数は 24.1％増の 49 千台となった。
　 欧州では、前年度に新型「アルメーラ」及び「アルメーラ ティーノ」の出荷を開始し、販売は好調なスタートを切り、
「ティーノ」は当社の商品群に新たなセグメントを追加した。その結果、欧州での販売台数は3.5％増の533千台とな
った。
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その他の海外市場では、新型「サニー」、「アルメーラ」及び「セントラ」などのモデルと新型ピックアップトラックが販
売台数を押し上げ、前年度比14.1％増の573 千台を記録した。28.3％増の 173 千台の販売台数を記録したメキシ
コをはじめ、タイ、シンガポールなどの重要な市場で、当社は好調な実績をあげた。

② 日産ブランド
ブランド・アイデンティティーとは、企業が収益をあげ、成長していくために不可欠なものである。ブランドは企業そ

のもののアイデンティティーとも言える。これまで、当社はブランド力が弱かったことにより、競合他社と比べて廉売を
余儀なくされることもあった。

当社は昨年度、ブランド・アイデンティティーを明確に定義し、社内で集中的に研修を実施し、新しいブランド・ア
イデンティティーの浸透を図った。ブランド・アイデンティティーは、それ自体を単体で発表するものではないとの考
え方に基づき、当社の商品や企業活動を通して積極的に発信してきた。　具体的には、平成13 年1 月には新しい
カーバッジを定め、新型「シーマ」、「プリメーラ」を発表し、新型車によるブランド強化戦略を打ち出した。

デトロイト・ショーでは、新型スポーツカー「Z」、「アルファトラック」及び「インフィニティFX45」など次世代のコンセプ
トカーを、続いてニューヨーク、ジュネーブをはじめとする国際自動車ショーに、コンセプトカー「シャッポ」を出展し
た。

当社のブランド・アイデンティティーは、市場からも注目されており、お客様、メディア、業界より、いずれも大きな
反響を得ている。 今後も、引き続き魅力ある商品・企業活動を通して、強力な日産ブランドを発信していく。

③ 生 産
日産車への需要増により、当社のグローバル自動車生産台数は、2,402 千台から2,614千台へと8.8％増加した。

引き続き現地生産化を推進した結果、国内生産台数は1.7％減の1,314 千台、一方、海外生産台数は 22.1％増の
1,300 千台となった。

米国での生産台数は、1.4％増の353 千台となった。欧州では、当社の「アルメーラ」及び「アルメーラ ティーノ」の
生産開始に伴い、生産台数は 24.0％増の 486 千台となった。

メキシコ、南アフリカ、タイなどその他の海外市場における生産台数は41.9％増の461 千台となった。特にメキシコ
では、米国市場向け新型「セントラ」及び現地の需要増に対応して、生産台数は54.6％増と急伸した。

④ 将来に向けた投資
　 継続的な利益ある成長に向けての基礎を固めるため、当社グループはグローバルに大規模な投資を行なって
いる。
　 米国では、ミシシッピー州キャントンでの新型車組立ラインの建設をはじめ、北米における生産事業への設備投
資を発表した。テネシー州デカード工場ではエンジン生産能力を3 倍に拡充し、同スマーナ工場でも生産能力を
増強する予定である。　また、メルコスール（南米南部共同市場。アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイが
加盟）における大規模投資を決定している他、共用Bプラットフォームを用いた新型「マイクラ」の生産に備えて、英
国のサンダーランド工場での大型投資も決定している。　タイはアセアン地域の成長市場であるとともに、競争力の
ある輸出基地としての重要性から、現地関連会社の経営権を取得する決定を平成 13 年 3 月に行なった。
　 国内においては、新たに軽自動車市場に参入するために、スズキ株式会社とOEM 供給の基本合意に達した。
軽自動車市場は、自動車市場全体の 30％以上を占める重要な市場であり、当社は特徴ある高品質の軽自動車を
販売し顧客基盤の一層の拡充を図るため、平成 14 年度早々には販売を開始する計画となっている。
  将来に向けた先端技術分野への投資にも力を注いでいる。環境分野においては、環境の改善により寄与するた
め、採算性を保ちながら大量生産可能で、かつ、普及可能な技術の開発を目指している。50％の燃費向上を目標
とした、シンプルで入手可能な価格帯のハイブリッド車 (ＨＥＶ)の開発に向け、画期的なエレクトリック・パワートレー
ンの開発プログラムも進行中である。長期の課題としては、燃料電池車開発プロジェクトをルノーと共同で行なうこと
を発表した。
　 また運転の楽しさと安全性に向けた先進技術として、ナビゲーション・システム、テレマティックス、ボイス・インター
フェースを含めた装備を提供する、使いやすいIT プラットフォームとコックピット・プログラムを導入した。さらに、自動
車が使われている限り、常にハードもソフトウエアも更新可能な、陳腐化しないシステムを目指している。

⑤ 経営資源の再配分
  「日産リバイバル・プラン」の重点目標の一つは、コスト削減とノン・コア資産の売却で得られた資源をコア・ビジネ
スへの投資へと振り向けることである。計画初年度のコスト削減額は全てコミットメントを上回る実績をあげた。中でも
購買コストの削減は11％と、コミットメントの 8％を上回ったのみならず、ターゲット(努力目標)の10％をも上回ることが
できた。
　 製造面では、当社の村山工場、愛知機械工業㈱の港工場、日産車体㈱の京都工場の国内の組立3 工場を閉
鎖する一方、新型車4 車種を混乱なくスムースに市場投入することができた。国内7 工場体制時の稼働率51.1％か
ら、平成13 年度の稼働率は、再編が完了した 4 工場の生産計画では、74.1％に向上する予定である。
　 販売マーケティングでは、国内ディーラー網の合理化を急速なテンポで進展させている。当初計画では 3 年間
で行なう予定であった300 店舗の閉鎖を既に完了するとともに、地場資本等に売却する計画であった18 社のディ
ーラーの内、既に10 社についてこれを実現させている。
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 　資産売却については、有価証券、不動産、ノン・コア事業及び関連会社株式の売却を進めた結果、この一年間

で 3,410 億円の売却を達成することができた。

従業員数の削減も着実に進んでおり、連結ベースの従業員数は平成12 年度末時点で「日産リバイバル・プラ

ン」発表時より14,200 人減の 133,800 名となった。これは当社グル－プの今後の事業拡大と新規開発のために採

用された9,100 名の増加を含めたものである。

⑥ 株主への利益還元及び株価への評価

　「日産リバイバル・プラン」の順調な進展により、株主への復配（1株当たり7円）が可能となった。

さらに、当社の株価は当期中に大きく改善した。株価は、平成12 年4 月3 日時点の409 円に対し、平成13 年 4

月2 日の終値では 831 円となり、一年間で103％上昇した。これは時価総額でみると1 兆6,000 億円相当の企業価

値を創出したことになる。当社は、平成13 年4 月10 日、世界的な投資銀行モルガン・スタンレーから、平成12 年の

「グローバル自動車メーカー株式リーダー賞」の企業として、表彰されている。

(2)　キャッシュ･フロー
当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物     （以下「資金」という。）は、2,885 億円と

なり、前連結会計年度末に比べ2,022億円（41.2%）減少した。これは 2,897 億円と高水準の税金等調整前
当期純利益、有形固定資産・投資有価証券等の売却収入及び販売金融子会社による借入金の増加等があっ
たものの、それを上回る自動車事業における借入金の返済及び販売金融子会社における販売金融債権の増
加等があったことによるものである。

(営業活動によるキャッシュ･フロー)
当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は733億円となり、前連結会計年度比べ2,188 億
円（74.9%）減少した。これは主として税金等調整前当期純利益が2,897 億円と高水準であったものの、販
売金融子会社における販売金融債権の増加及び売上債権の増加等があったことによるものである。

(投資活動によるキャッシュ･フロー)
当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は156億円となり、前連結会計年度に比べ 1,648

億円（91.4%）減少した。これはリース資産の増加等があったものの、日産リバイバル・プランに基づくノ
ン・コア資産の有効活用を積極的に推進した結果、有形固定資産・投資有価証券等の売却収入が増加した
ことによるものである。

(財務活動によるキャッシュ･フロー)
当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は2,631億円となり、前連結会計年度に比べ550

億円（17.3%）減少した。これは自動車事業における借入金の返済を進めたものの、販売金融子会社による
借入金の増加等があったことによるものである。

　2.　生産､受注及び販売の状況

　　(1)　生産実績

生産台数
会社所在地

前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比(%)

日 本 １,３３６,９１８ 台 １,３１３,５２７ 台 △１.７
米 国 ３４８,２１４ ３５２,９２７ １.４
メ キ シ コ １８５,７９１ ３１２,６９１ ６８.３
英 国 ２７１,１７５ ３２７,７９２ ２０.９
ス ペ イ ン ９９,４７５ １３６,８０７ ３７.５
南 ア フ リ カ ２５,２８３ ３１,９８６ ２６.５

車
　     

両

合     計 ２,２６６,８５６ ２,４７５,７３０ ９.２

（注） 台数集約期間は、日本と米国は平成12年4月から平成13年3月まで、その他の4ヶ国は平成12年1
月から平成 12 年 12 月までである。

 
　　(2)　受注状況

当社グループの受注生産は僅少なので受注状況の記載を省略する｡
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　　(3)　販売実績

販売台数 （連結売上台数）
仕　向　地

前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比(%)

日 本 ７５８,６０３ 台 ７２５,８４２ 台 △４.３
北 米 ８７４,１６０ ９８５,１６８ １２.７
欧 州 ５００,８３６ ５１３,０４８ ２.４
そ の 他 在 外 ２８１,８３４ ３４０,１０２ ２０.７

車
　
　
　
　
両

合　　　　計 ２,４１５,４３３ ２,５６４,１６０ ６.２

（注） 台数集約期間は、日本と北米（除くメキシコ）は平成12 年 4 月から平成 13 年 3 月まで、北米（内、
メキシコのみ）、欧州とその他在外は平成 12 年 1 月から平成 12 年 12 月までである。

　3.　対処すべき課題

本年度の日本経済は、全般的には大きな変化はないものと予想される。このような状況の下、自動車需要につ

いては   、若干の回復が期待される。

米国経済については、昨年度後半からの減速傾向が続くものと思われる。加えて、競争の激化も予想されるが、

当社グループは、新型アルティマ等の新車投入により、収益の向上を目指す。

欧州経済は、昨年度は堅調であったが、本年度は不透明な状況も予想され、既にドイツでは、景気の減速傾向

が見ら   れる。その他の地域については、昨年度に引続き、販売台数の増加が期待される。

このような情勢の下で当社グループは、持続的に利益を出し成長し続けるための包括的な再建計画「日産リバイ

バル・プラン」の必達に向けて邁進するとともに、ルノーとの提携強化に向けての取り組みを継続して推進していく。

「日産リバイバル・プラン」の３つの経営目標は、次のとおりである。

 1） 平成 12 年度連結当期純損益の黒字化

 2） 平成 14 年度連結売上高営業利益率 4.5％以上の達成

    3） 平成 14 年度までに自動車事業の連結実質有利子負債を7 千億円以下へ削減

  当社グループは、この目標の実現に向け、諸施策を確実に実行に移しており、初年度（平成 12 年度）の経営目

標であ   る「連結当期純損益黒字化」については達成することができた。今後もこの勢いを持続し、「日産リバイバル・

プラン」で掲げた全ての目標を必達すべく、努力していく所存である。

　4.　経営上の重要な契約等

相    手    先 国 名 契    約    内    容 契 約 年 月 日

フ ォ ー ド モ ー タ ー 社 米 国 多目的車の開発、生産等に関する協力契約 平成　２年　８月　６日

ル ノ ー フランス 資本参加を含む自動車事業全般にわたる提携契約 平成１１年　３月２７日

　5.　研究開発活動

(1)  研究・開発活動の考え方

  当社グループは、研究開発力を強化し最大限に活用することを目標に、研究開発活動を行なっている。

「日産リバイバル・プラン」の具体的な活動としては次の4 つがある。

①  グローバルレベルで組織を集中化し、日産テクニカルセンターが全世界の研究開発を統括する。

②  部品メーカーと共同でのコスト削減に取組む｡

③  研究開発は､コアとなる技術に集中し、開発の生産性を上げていく。

④  ルノーとの共同開発、先進技術の共同プロジェクト、エンジン、プラットフォームの共通化により開発効率

を向上させ、トップクラスの開発体制を構築していく。
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(2)  研究・開発体制の規模と成果

当社グループ全体の当連結会計年度の研究開発費は、2,317 億円である。

国内の研究・開発体制としては、新商品の企画・デザイン・設計開発の中心的役割を果たしているテクニカルセ

ンター   (神奈川県厚木市)、基礎・応用研究を行う総合研究所(同、横須賀市)及びプルービンググランド(北海道陸

別、栃   木、追浜)の各試験場などを有している。

また、国内の主要な子会社・関連会社において、車両については日産車体㈱、日産ディーゼル工業㈱が乗用

車・商   用車の一部車種の開発を担当し、ユニットについては日産ディーゼル工業㈱、愛知機械工業㈱、日産工機

㈱及び   ジヤトコ･トランステクノロジー㈱がエンジン､トランスミッションの一部機種の開発を担当している。

国内における当連結会計年度の活動としては、新型セダン「ブルーバード シルフィ」、新型ＳＵＶ 「Ｘ-Ｔｒａｉｌ（エ

クスト   レイル）」の開発及び「シーマ」、「プリメーラ」のフルモデルチェンジﾞ、「スカイライン」、「キューブ」、「エルグラ

ンド」   、「セフィーロ」のマイナーチェンジの開発を完了した。

また部品では、グループ各社が部品の共用化や部品種類削減活動によって原価低減に努めながら、多くの新

製品・   新システムを開発している。

一方海外においては、米国に設計開発を行う日産テクニカルセンターノースアメリカ会社、デザインを行う日産

デザイ   ン・アメリカ社があり、「アルティマ」（日本名ブルーバード）、「セントラ」（日本名サニー）、「フロンティア」（日本

名ダットサン）、「エクステラ」の現地開発を進めている｡

欧州には、英国、ベルギー、スペインに日産テクニカルセンター･ヨーロッパ社があり欧州製「プリメーラ」、「マイク

ラ」（日本名マーチ）、及び欧州製小型四輪駆動車「テラノⅡ」（日本名ミストラル）等の現地開発を行っている。

また、デザイン開発拠点としてドイツにニッサン・デザイン・ヨーロッパ会社があり、デザイン力の一層の強化を推

進して   いる。

さらに、平成 11 年度から提携のパートナーであるルノーとの間で相互の技術開発力を飛躍的に高めていくため

に、プ   ラットフォーム並びにパワートレーンの統合化や研究・先進技術の共同開発を進めている。

地球環境保全については、ＣＯ2 削減、排出ガス清浄化、リサイクル技術開発など、総合的な取り組みを継続し

ている   。 こうした活動が高く評価され、2 年連続で米国環境保護庁（ＥＰＡ）より｢気候保全大賞｣を受賞した。

また、‘世界で最もクリーンなガソリン車’ としてカリフォルニア州よりゼロ排気車（Zero Emission Vehicle）クレジット

の適用を受けている ｢セントラ ＣＡ｣が｢2000 年カリフォルニア州知事 環境・経済リーダーシップ大賞｣を自動車メ

ーカー   として初めて受賞した。日本においては、 ＡＤバンＣＮＧＶ（天然ガス自動車）が国土交通省低排出ガス車

認定制   度で、初の「超－低排出ガス車」に認定された他、｢セントラ ＣＡ｣と同等の性能を確保したエンンジンを｢ブ

ルーバ   ード シルフィ｣に搭載するなど、排出ガス清浄化に向けた研究開発と市場投入に積極的に取り組んでい

る。□□    

さらに、低燃費と実用領域での性能、快適性を重視した｢ＱＲエンジン｣や圧倒的な高性能による走りの悦びと環

境への   優しさを調和した｢ＶＫエンジン｣を開発するなど、｢環境への優しさと走る楽しさの両立｣を目指して技術開

発を進め    ている。

安全面では、日産独自の安全思想「トリプルセーフティ」の考え方に基づき安全な車体の開発及び安全装備の

拡充・普    及に努めており、欧州自動車アセスメントプログラム（Euro NCAP）の衝突安全性テストの結果において、

｢アルメ    ーラ・ティーノ｣が小型ＭＰＶクラスで最高評価の4 つ星を獲得するなど、高い評価を得た。

また、先進のＩＴＳテクノロジーとして、世界で初めて高速道路でのドライバーの運転負荷を軽減する｢レーンキー

プサポー    トシステム（直線路車線維持支援装置）｣を開発し、｢シーマ｣に搭載した。

当社グループは、常に先進技術、基礎技術の研究開発に積極的に取り組んでおり、当連結会計年度において

も大きな    成果を得ている。
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第　３　　設　備　の　状　況

　1.　設備投資等の概要

当社グループ（当社及び連結子会社）では、新商品・新技術開発の促進と合理化・生産性及び品質の向上を中心に、当

連結会計年度において全体で 2,056 億円の設備投資を実施した。

　2.　主要な設備の状況

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は､以下のとおりである｡

(1)  提出会社

前連結会計年度末において計画中であった宇宙航空事業部の営業譲渡に伴い、事業所土地・建物及び生産設

備 28,755 百万円を平成12 年 7 月に株式会社アイ・エイチ・アイ・エアロスペース(石川島播磨重工業株式会社の子会

社)に売却した。

村山工場は平成 13 年 3 月 30 日で車両生産を中止し、工場建物、生産設備等を有姿除却した。

（平成 13 年 3 月 31 日現在）

帳　　簿　　価　　額

土　　　地事業所名 所 在 地 設備の内容

面　積 金　額
建物及び
構 築 物

機械装置及
び 運 搬 具 そ の 他 合　計 従 業 員 数

㎡ 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 人
横浜工場
(久里浜除く)

横浜市神奈川区
横浜市鶴見区

自 動 車
製 造 設 備

618,188 409 13,083 31,899 10,771 56,162
3,442

(15)

追浜工場
(総合研究所含む)

横 須 賀 市
自 動 車
製 造 設 備

1,856,053 29,280 19,069 23,045 4,392 75,786
4,558

(5)

栃木工場
栃 木 県
上 三 川 町

自 動 車
製 造 設 備

2,928,514 4,130 19,680 33,716 10,818 68,344
5,756

(47)

九州工場
福 岡 県
苅 田 町

自 動 車
製 造 設 備

2,378,580 31,097 34,192 28,577 3,772 97,638
4,825

(4)

いわき工場
福 島 県
い わ き 市

自 動 車
製 造 設 備

203,870 3,799 9,303 11,728 1,405 26,235
562

(1)
厚 木 市
伊 勢 原 市

開 発
研 究 設 備

1,151,935 17,694 31,102 7,033 5,212 61,041
5,675

(16)
本
社
部
門
他

東 京 都
中 央 区

本 社 事 務 所 他 0 0 3,355 338 2,598 6,291
1,886

(29)

（注） １．所在地を主に記載している。

２． 各工場には隣接する福利厚生施設、製品保管設備、実験設備並びに当該従業員が含まれている。

 

(2)  国内子会社

（平成 13 年 3 月 31 日現在）

帳　　簿　　価　　額
土　　　地会 社 名 事業所名 所 在 地

設 備 の
内 容

面　積 金　額
建物及び
構 築 物

機 械 装 置
及び運搬具

そ の 他 合　計
従 業 員 数

㎡ 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 人
ジヤトコ･トランス
テクノロジー㈱

富士事業所
他

静 岡 県
富 士 市 他

自動車部品製
造 設 備

905,944 40,990 20,675 16,891 4,957 83,513
5,781
(102)

日 産 車 体 ㈱
湘 南 工 場

他
神 奈 川 県
平 塚 市 他

自 動 車
製 造 設 備

993,823 13,379 20,751 22,993 9,984 67,107
4,384
(579)

愛 知 機 械
工 業 ㈱

熱 田 工 場
他

愛 知 県
名 古 屋 市

自 動 車
製 造 設 備

524,097 9,110 8,608 19,873 4,061 41,652
2,686

(4)

日産ﾌ゚ﾘﾝｽ東京販売㈱
他 自 動 車 及 び
部品販売会社194 社

－ －
自動車及び
部品の販売
･ 補 修 設 備

3,721,058 331,697 158,732 25,645 6,388 522,462
34,992
(2,035)
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(3)  在外子会社

帳 簿 価 額
土     地会 社 名 事業所名 所 在 地

設 備 の
内 容

面  積 金  額
建 物 及 び
構 築 物

機 械 装 置
及 び 運 搬 具

そ の 他 合 計
従業員数

㎡ 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 人

北 米 日 産 会 社
自 動 車
及 び 部 品
製造工場他

ア メ リ カ
カリフォルニア州ガーデナ市、
テネシー州スマーナ市
及 び デ ガ ー ド 市

自 動 車 及 び
部 品 の
製 造 設 備 他

8,150,066 5,565 31,174 40,931 72,962 150,632
7,906
( 119 )

メキシコ日産
自動車会社

自 動 車
及 び 部 品
製造工場他

メ キ シ コ
モ レ ー ロ ス 州 ､
メ キ シ コ 州 ､
アグアス･カリエンテス州

自 動 車 及 び
部 品 の
製 造 設 備 他

3,150,992 5,660 39,027 72,873 31,517 149,077
9,406
( 797 )

日産モトール･
イ ベ リ カ 会 社

自 動 車
及 び 部 品
製 造 工 場

ス ペ イ ン
バ ル セ ロ ナ 市 、
マ ド リ ッ ド 市 他

自 動 車 及 び
部 品 の
製 造 設 備

1,005,129 2,847 9,203 25,339 34,342 71,731
5,362

( 1,562 )

英 国 日 産 自 動
車 製 造 会 社

自 動 車
及 び 部 品
製 造 工 場

イ ギ リ ス
タイン･アンド･ウェア州
サ ン ダ ー ラ ン ド 市

自 動 車 及 び
部 品 の
製 造 設 備

2,975,798 3,426 20,052 26,988 44,308 94,774
4,365
( 514 )

(注) 1. 帳簿価額のうち｢その他｣は､工具器具備品及び建設仮勘定である｡

2. 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　　)内に期末時点の人員を外数で表示している｡

3. 北米日産会社は、平成12 年 4 月 1 日付で米国日産自動車製造会社を統合した。

4. 上記の他､主要な借用設備として以下のものがある｡

借用中の主な設備の内容

会社名
事業所名
（摘要）

所在地 借用先 科目 数量(㎡)
賃借料

(千円/月)

日 産 自 動 車 ㈱ 本 社 新 館 東 京 都 中 央 区 森 ト ラ ス ト ㈱ 建物 23,614 81,054

日 産 自 動 車 ㈱ 本 社 本 館 東 京 都 中 央 区 ㈱ 木 挽 館 土地 5,157 20,587

日産トレーデイング㈱ 本 社 神 奈 川 県 横 浜 市 ㈱ ビ ル ネ ッ ト 建物 2,575 15,779

日産モトール･イベリカ会社 工場敷地(一部) スペイン バルセロナ市 ソナフランカ工業用地組合 土地 517,687 9,485

(注) 1. 上記以外のリース契約による賃借設備については、「第５．経理の状況」内に記載している。

2. 賃借料に消費税等は含まれていない。

3. 借用中の設備に属する主な従業員は上記「主要な設備の状況」に含めて記載している。

3.　設備の新設､除却等の計画

(1)　新設､改修

平成13 年度（平成13 年4 月～平成14 年3 月）においては、当社グループで3,150 億円の設備投資を計画しており、
この設備投資に関わる所要資金は自己資金で充当する予定である。

当連結会計年度において、新たに決定した重要な設備の新設の計画は次のとおりである。
投資予定金額 着手及び完了予定会 社 名

事 業 所 名
所在地 設備の内容

総額 着手 完了
完成後の増加能力

北 米 日 産 会 社
デ カ ー ド 工 場 他

ア メ リ カ
テ ネ シ ー 州
デカード市他

エンジン、トランスアク
ス ル の 製 造 設 備 、
車 両 製 造 設 備

1,000 百万 US$
平成12年

10月
平成16年

春
エンジン
564,000基/年

北 米 日 産 会 社
新 車 両 組 立 工 場

（正式名称未定）

ア メ リ カ
ミシシッピー州
キャントン市

車 両 製 造 設 備 930 百万 US$
平成13年4

月
平成15年

冬
完成車両
250,000台/年

  (2)　売却、除却
前連結会計年度末において計画中であった宇宙航空事業部の製造設備等売却計画は、1.主要な設備の状況

(1)提出会社（17 頁） に記載のとおり完了した。その他の設備の除却の計画は以下のとおりである。

会 社 名
事 業 所 名 所在地 設備の内容

帳簿価額
（単位：百万

円）

売却・除却
予定時期

売却・除却による
減少能力（月産）

日 産 車 体 ㈱
京 都 工 場

京 都 府
宇 治 市

自動車の製造設備 6,543
平成13年度以降

除却予定
10,000 台

愛 知 機 械 工 業 ㈱
港 工 場

愛 知 県
名 古 屋 市

自動車の製造設備 2,302
平成13年度以降

除却予定
7,800 台

（注） 帳簿価額は、対象となる有形固定資産の除却時点の予想帳簿価額である。



－１７－

第　４　　提　出　会　社　の　状　況

1.　株式等の状況

　(1)　株式の総数等

種　　　　　　　　　類 会社が発行する株式の総数 摘　　　　　　　要

　　　　普　　　　通　　　　株　　　　式
株

6,000,000,000

発　　　　行　　　　数記名・無記名の別
及び額面・無額面
の別

種　　類 事業年度末現在
（平成 13 年 3 月 31 日現在）

提 出 日 現 在
（平成 13 年 6 月 22 日現在）

上 場 証 券 取 引 所
又 は 登 録 証 券 業
協 会 名

摘　　要発
　
行
　
済
　
株
　
式

記 名 式 ・額 面
（券面額　50 円）

普通株式
株

3,977,295,210
株

3,977,295,210

東京，大阪，名古屋，
福岡，札幌
フランクフルト
各証券取引所

(注) 1
(注) 2

(注) 1. 議決権を有している。
2. 提出日現在の発行数には、平成 13 年 6 月 1 日からこの有価証券報告書提出日までの転換社債の株式転換及び新株引受

権付社債の権利行使により発行された株式数は含まれていない。

　(2)　発行済株式総数､資本金等の推移

発行済株式総数 資　　本　　金 資本準備金
年　　月　　日

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高
摘要

千株 千株 千円 千円 千円 千円

自平成　8 年 4 月 1 日
至平成　9 年3 月31 日

176 2,513,004 63,469 203,742,382 63,469 397,398,725 (注) 1

自平成　9 年 4 月 1 日
至平成10 年3 月31 日

40 2,513,044 13,359 203,755,742 13,359 397,412,084 (注) 2

自平成 11 年 4 月 1 日
至平成12 年3 月31 日

1,464,250 3,977,294 292,850,000 496,605,742 292,850,000 690,262,084 (注) 3

自平成 12 年 4 月 1 日
至平成13 年3 月31 日

1 3,977,295 499 496,606,242 499 690,262,584 (注) 4

(注) 1. 転換社債の株式転換による増加
2. 転換社債の株式転換による増加
3. 平成 11 年 5 月 29 日付でルノーへの第三者割当増資を実施｡(発行株式数:1,464,250 千株､発行価格:1 株 400 円､資本

組入額:292,850,000 千円)
4. 転換社債の株式転換による増加
5. 転換社債の残高、転換価格及び資本組入額は次のとおりである。

平成 13 年 3 月 31 日現在 平成 13 年 5 月 31 日現在銘   柄
（ 発 行 日 ） 転換社債残高 転　換　価　格 資本組入額 転換社債残高 転　換　価　格 資本組入額

無担保第5 回転換社債
（昭和62年12月8日）

千円

2,566,000
円

685
銭

30 ※
千円

2,566,000
円

685
銭

30 ※

※ 資本組入額は、転換社債の転換により発行する株式の発行価格に 0.5 を乗じ、その結果、1 円未満の端数を生じるとき

は、その端数を切り上げた額で、当社記名式額面普通株式の額面金額を下回らない額とする。
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6．新株引受権付社債の新株引受権の残高、行使価格及び資本組入額は次のとおりである。

平成 13 年 3 月 31 日現在 平成 13 年 5 月 31 日現在
銘　　　柄

（　発　行　日　） 新株引受権の残高 行使価格 資本組入額 新株引受権の残高 行使価格 資本組入額

2004 年満期ﾕｰﾛ円建
新 株 引 受 権 付 社 債
（平成11年5月28 日）

千円

215,900,00
0

円

400 ※
千円

215,900,000
円

400 ※

第 1 回 無 担 保
新 株 引 受 権 付 社 債
(平成 11 年 6 月 25 日)

  5,800,000 554 ※   5,800,000 554 ※

2006 年満期ﾕｰﾛ円建
新 株 引 受 権 付 社 債
（平成12年3月27 日）

 15,000,000 429 ※  15,000,000 429 ※

2007 年満期ﾕｰﾛ円建
新 株 引 受 権 付 社 債

（平成13年3月8日）
 45,000,000 764 ※  45,000,000 764 ※

※ 資本組入額は、新株引受権の行使により発行する株式の発行価格に0.5 を乗じ、その結果、1 円未満の端数を生じるとき
は、その端数を切り上げた額で、当社記名式額面普通株式の額面金額を下回らない額とする。

　(3)　所有者別状況
(平成 13 年 3 月 31 日現在)

株　　式　　の　　状　　況　　（１単位の株式数　　1,000 株）
　　区　分

政府及び
地方公共団体

金融機関 証券会社 その他の法人 外 国 法 人 等
（うち個人）

個人その他 計
単 位 未 満
株式の状況

株 主 数
人

　　　　1 203 47 1,292 763
(    45)

93,444 95,750

所有株式数
単位

　　　　5 1,017,927 6,010 250,198 2,434,112
(   142)

257,771 3,966,023
株

11,272,210

割合
％

　　　0.00 25.67 0.15 6.31 61.37
(  0.00)

6.50 100

(注) 1. 自己株式 47,057 株は、「個人その他」に 47 単位、「単位未満株式の状況」に 57 株含まれている。なお、自己株式47,057株は株
主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は11,057株である。

2. 「その他の法人」及び「単位未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ 202 単位及び 9,864 株
含まれている。

　(4)　大株主の状況
(平成 13 年 3 月 31 日現在)

氏　名　又　は　名　称 住　　　　　　　　　　所 所 有 株 式 数 発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

ル ノ ー
( 常任代理人　株式会社東京三菱銀行)

13/15 ｹ ｱﾙﾌｫﾝｽ ﾙ ｶ゙ﾛ 92513 ﾌﾞﾛｰﾆｭ ﾋ゙ﾔﾝｸー ﾙ ｾﾃｯ゙ｸｽ, ﾌﾗﾝｽ
(東京都千代田区丸の内 2 丁目 7 番 1 号)

1,464,250 36.82

ｽﾃｰﾄ　ｽﾄﾘｰﾄ　ﾊﾞﾝｸ　ｱﾝﾄﾞ  ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ
( 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 富 士 銀 行 )

225 ﾌﾗﾝｸﾘﾝ　ｽﾄﾘー ﾄ　ﾎﾞｽﾄﾝ , U.S.A.
(東京都中央区日本橋兜町 6 番 7 号)

100,477 2.53

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 東京都千代田区有楽町 1 丁目 13 番 1 号 95,963 2.41
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海 1 丁目 8 番１１号 80,836 2.03

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 東京都千代田区有楽町 1 丁目 2 番 2 号 80,505 2.02
ﾊ゙ﾝｶー ｽ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊ゚ﾆー  ｸﾗｲｱﾝﾄ ﾚﾝﾃﾞｲﾝｸ ゙ｱｶｳﾝﾄ
( 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 住 友 銀 行 )

34 ｴｸｽﾁｪﾝｼ ゙ﾌﾟﾚｲｽ ｼｬ゙ー ｼﾞー  ｼﾃｨ, ﾆｭー  ｼｬ゙ー ｼﾞー  07302, U.S.A.
(東京都千代田区丸の内 1 丁目 3 番 2 号)

72,155 1.81

ｻﾞ･ﾁｴｰｽ･ﾏﾝﾊｯﾀﾝ･ﾊﾞﾝｸ　ｴﾇ  ｴｲ
･ﾛﾝﾄﾞﾝ ｴｽ･ｴﾙ･ｵﾑﾆﾊﾞｽ･ｱｶｳﾝﾄ
( 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 富 士 銀 行 )

ｳﾙｹﾞｰﾄ ﾊｳｽ ｺｰﾙﾏﾝ　ｽﾄﾘー ﾄ　ﾛﾝﾄ゙ﾝ， UK
(東京都中央区日本橋兜町 6 番 7 号)

67,201 1.69

三菱信託銀行株式会社（信託口） 東京都千代田区永田町 2 丁目 11 番 1 号 57,318 1.44
ｻ゙ ﾁｴｰｽ ﾏﾝﾊｯﾀﾝ ﾊ゙ﾝｸ　ｴﾇ ｴｲ ﾛﾝﾄﾞﾝ
( 常 任 代 理 人 　 株 式 会 社 富 士 銀 行 )

ｳﾙｹﾞｰﾄ ﾊｳｽ ｺｰﾙﾏﾝ　ｽﾄﾘー ﾄ　ﾛﾝﾄ゙ﾝ， UK
(東京都中央区日本橋兜町 6 番 7 号)

52,223 1.31

株 式 会 社 　日 本 興 業 銀 行 東京都千代田区丸の内 1 丁目 3 番 3 号 52,132 1.31

計 2,123,062 53.38

千株 ％
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　(5)　議決権の状況
(平成 13 年 3 月 31 日現在)

議 決 権 の あ る 株 式 数議決権のない
株 式 数 自 己 株 式 等 そ の 他

単位未満株式数 摘　　　　　　要
発
行
済
株
式

株

－
株

14,992,000
株

3,951,031,000
株

11,272,210

(注) 1. 議決権のある株式数の「その他」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が202 千株含まれている。
2. 単位未満株式数には、当社所有の自己株式 57 株、相互保有株式 7,002 株、証券保管振替機構名義の株式 9,864 株が含

まれている。

　　　　単位未満株式の相互保有株式

所有者の氏名又は名称 所 有 株 式 数 所有者の氏名又は名称 所 有 株 式 数

㈱ ユ ニ シ ア ジ ェ ッ ク ス

富 山 日 産 自 動 車 ㈱

宇 都 宮 日 産 モ ー タ ー ㈱

香 川 日 産 自 動 車 ㈱

ヨ コ キ ㈱

愛 知 機 械 工 業 ㈱

株

477

422

400

296

200

116

カ ル ソ ニ ッ ク カ ン セ イ ㈱

甲 斐 日 産 モ ー タ ー ㈱

ナ イ ル ス 部 品 ㈱

ユ ニ プ レ ス ㈱

㈱ 大 井 製 作 所

㈱ フ ジ ユ ニ バ ン ス

高 知 日 産 プ リ ン ス 販 売 ㈱

株

922

830

772

681

669

617

600 計 7,002

　自己株式等

所 有 者 の 氏 名 又 は 名 称 等 所　有　株　式　数

氏名又は名称 住　　　　　所 自己名義 他人名義 計

発 行 済
株式総数
に対する
所有株式
数の割合

摘　　要

日 産 自 動 車 ㈱

㈱ユニシアジェックス

愛 知 機 械 工 業 ㈱

ユ ニ プ レ ス ㈱

㈱ 大 井 製 作 所

㈱ フ ジ ユ ニ バ ン ス

カルソニックカンセイ㈱

香 川 日 産 自 動 車 ㈱

宇都宮日産モーター㈱

高知日産プリンス販売㈱

ヨ コ キ ㈱

甲 斐 日 産 モ ー タ ー ㈱

日産プリンス香川販売㈱

九 州 急 行 フ ェ リー ㈱

富 山 日 産 自 動 車 ㈱

ナ イ ル ス 部 品 ㈱

日 産 部 品 山 梨 販 売 ㈱

神奈川県横浜市神奈川区宝町2

神奈川県厚木市恩名 1370

愛知県名古屋市熱田区川並町2-12

静岡県富士市五味島 19-1

神奈川県横浜市磯子区丸山1-14-7

静岡県湖西市鷲津 2418

東京都中野区南台 5-24-15

香川県高松市花園町 1-1-8

栃木県宇都宮市西原町 575

高知県高知市旭町 2-21

神奈川県横浜市保土ヶ谷区今井町555

山梨県甲府市上今井町 706

香川県善通寺市稲木町 1289

東京都中央区銀座 4-12-15

富山県富山市田中町 105

東京都大田区大森西 5-28-6

山梨県中巨摩郡竜王町富竹新田1816

株

11,000

4,335,000

3,576,000

2,404,000

1,558,000

1,509,000

1,049,000

45,000

103,000

28,000

0

37,000

0

0

23,000

21,000

0

株

0

0

0

0

0

0

0

70,000

0

42,000

63,000

21,000

53,000

41,000

0

0

1,000

株

11,000

4,335,000

3,576,000

2,404,000

1,558,000

1,509,000

1,049,000

115,000

103,000

70,000

63,000

58,000

53,000

41,000

23,000

21,000

1,000

％

0.00

0.11

0.09

0.06

0.04

0.04

0.03

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

1.「所有株式数」　の
うち、「他人名義」
で所有している
株式数は、当社
取引先持株会名
義（住所：東京都
中央区銀座 6 -
17-1）で所有して
いる相互保有会
社の持分に相当
する株数である。
（1,000 株未満
は切捨てて表示
してある。）

2 . 株主名簿の所
有 株 式 数 の う
ち、実質的に所
有していない当
社名義の株式が
36,000 株ある。
なお、当該株
式数は、上記「発
行 済 株 式 」の
「議決権のある
株式数」の「そ
の他」に含まれ
ている。

計 14,699,000 293,000 14,992,000
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     (6)　保有期間等に関する確約を取得者と締結している株式の移動状況

平成 11 年 5 月 29 日第三者割当増資により発行した株式の取得者ルノーに対しては､安定株主として 2 年間

保有する旨の了解を確約書にて得ている｡なお､当事業年度の開始からこの有価証券報告書提出日までの間に､

該当株式につきルノーによる株式の移動は行われていない｡

     (7)　ストックオプション制度の内容

　　　該当事項なし｡

２.　自己株式の取得等の状況

[取締役又は使用人への譲渡及び利益､資本準備金又は再評価差額金による消却に係る自己株式の取得等の状況]

　　(1)　前決議期間における自己株式の取得等の状況

　　　　　　   該当事項なし。

　　(2)　当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

　　　　　　   該当事項なし。

３.　配当政策

当社は、持続的に利益を出し成長し続けるための包括的な再建プラン「日産リバイバル・プラン」を計画どおり進捗さ

せ、連結ベースでのコスト及び有利子負債の大幅な削減による収益力の向上並びに財務体質の強化を図ることにより、

復配の早期実現に務めてきた。

当期については、「日産リバイバル・プラン」が予想より早い速度で進展し、営業利益 127,762 百万円、経常利益

135,693 百万円、当期純利益 187,485 百万円と業績が前期に比べ大幅に改善したことから、平成 10 年度以降実施を

見送っていた配当について、当期期末配当として 1 株当り7 円の復配を実施することとし、第 102 回定時株主総会にお

いて決議されている。

次期についてもこの勢いを持続し、「日産リバイバル・プラン」の必達に向けて邁進し、1 株当り年間配当金 7 円（期末

配当金 7 円）を実施する予定である。

４.　株価の推移

回 次 第 98 期 第 99 期 第 100 期 第 101 期 第 102 期

決算年月 平成 9 年 3 月 平成 10 年 3 月 平成 11 年 3 月 平成 12 年 3 月 平成 13 年 3 月

最 高 1,020 円 889 520 770 890

最近 5 年間の事業年度別
最 高 ・ 最 低 株 価

最 低 609 円 480 290 351 404

月 別 平成 12 年 10月 11 月 12 月 平成 13 年 1 月 2 月 3 月

最 高 762 円 764 725 717 761 890
当 事 業 年 度 中 最 近
6 箇 月 間 の 月 別
最 高 ・ 最 低 株 価

最 低 583 円 645 596 612 681 729

　　　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第 1 部におけるものである。
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５.　役員の状況

役名及び職名 氏　　　　　　名
（生 年 月 日 ）

略　　　　　　　　　　歴 所有株式数

取 締 役 会 長

（代 表 取 締 役 ）

塙 　 義 一

（昭和 9 年 3 月 16 日生）

昭和 32 年

〃　56 年

〃　60 年

〃　63 年

平成 3 年

〃  8 年

〃 11 年

〃 11 年

〃 12 年

〃 13 年

4 月

1 月

6 月

1 月

6 月

6 月

5 月

6 月

6 月

6 月

当社入社

当社米国工場開設準備室次長（部長待遇）

当社取締役

当社常務取締役

当社取締役副社長

当社取締役社長

当社取締役社長、最高経営責任者

当社取締役会長兼取締役社長、最高経営責任者

当社取締役会長、最高経営責任者

当社取締役会長（現）

千株

８６

取 締 役 社 長
（代 表 取 締 役 ）

カ ル ロ ス  ゴ ー ン
（昭和 29 年 3 月 9 日生）

昭和 53 年

〃 60 年

平成 元年

〃  8 年

〃  8 年

〃 11 年

〃 12 年

〃 13 年

9 月

7 月

4 月

10 月

12 月

6 月

6 月

6 月

ミシュラン入社

ブラジルミシュラン取締役社長

北米ミシュラン取締役社長

ルノー入社

同上席副社長

当社最高執行責任者

当社取締役社長、最高執行責任者

当社取締役社長、最高経営責任者（現）

１９

取 締 役 小 島 久 義

（昭和 16年1 月19日生）

昭和 39 年
平成　元　年
〃　　5 年
〃　　9 年
〃　11 年

4 月
6 月
6 月
6 月
5 月

当社入社
当社第二技術部長
当社取締役
当社常務取締役
当社副社長（現）

５２

取 締 役 小 枝 　 至

（昭和 16年8 月25日生）

昭和 40 年

平成　2 年

〃　　5 年

〃　10 年

〃　11 年

4 月

7 月

6 月

5 月

5 月

当社入社

英国日産自動車製造会社取締役副社長

当社取締役

当社常務取締役

当社副社長（現）

４６

取 締 役 大　久　保　　宣　　夫

（昭和 17年2 月25日生）

昭和 39 年
平成　3 年
〃　　4 年
〃　　9 年
〃　11 年

4 月
6 月
6 月
6 月
5 月

当社入社
当社車体統括設計部長
当社取締役
当社常務取締役
当社副社長（現）

５６

取 締 役 松 村 矩 雄

（昭和 19 年 1 月 5 日生）

昭和 41 年

〃　64 年

平成　8 年

〃　11 年

4 月

1 月

6 月

5 月

当社入社

当社海外サービス部長

当社取締役

当社副社長（現）

４１

取 締 役 パトリック ペラタ
（昭和 30年8 月24日生）

昭和 59 年

平成 8 年

〃　11 年

〃　11 年

7 月

7 月

1 月

6 月

ルノー入社

同シャシー技術開発上級幹部

同車両開発担当上級副社長

当社副社長（現）

０
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役 名 及 び 職 名
氏　　　　　　名

（ 生 年 月 日 ）
略　　　　　　　　　　歴 所有株式数

取 締 役 ティエリー   ムロンゲ

（昭和26 年2 月 27 日生）

昭和 51 年

平成 3 年

〃  6 年

〃  8 年

〃 11 年

〃 12 年

1 月

2 月

12 月

1 月

6 月

4 月

フランス大蔵省入省

ルノー入社

同ＩＲ担当上級幹部

同投資管理担当上級幹部

当社上席常務

当社副社長、最高財務責任者（現）

千株

０

監 査 役

（ 常 　 勤 ）

森 山 　 寛

（昭和15年7月30日生）

昭和 38 年

〃　62 年

平成　2 年

〃　　6 年

〃　10 年

〃　11 年

〃　13 年

〃　13 年

4 月

1 月

6 月

6 月

5 月

5 月

4 月

6 月

当社入社

英国日産自動車製造会社出向（部長待遇）

当社取締役

当社常務取締役

当社取締役副社長

当社副社長

当社社長付

当社監査役（現）

８２

監 査 役

（ 常 　 勤 ）

竹 中 治 彦

（昭和14年12月1日生）

昭和 37 年

平成　2 年

〃 　5 年

〃 10 年

〃 12 年

4 月

6 月

6 月

6 月

6 月

㈱日本興業銀行入行

同行取締役

同行常務取締役

ＩＢＪホワイトホール銀行副会長

当社監査役（現）

１

監 査 役

（ 常 　 勤 ）

今 村 圭 司

（昭和18 年 9 月20 日生）

昭和 42 年

平成　8 年

平成 12 年

平成 13 年

4 月

6 月

6 月

6 月

㈱あさひ銀行入行

同行監査役

あさひ銀事務サービス㈱取締役社長

当社監査役（現）

０

監 査 役 中 村 英 男

（昭和 15 年 3 月1 日生）

昭和 38 年

平成　3 年

〃 　5 年

〃 10 年

〃 12 年

4 月

6 月

6 月

7 月

6 月

㈱富士銀行入行

同行取締役

同行常任監査役

富士銀行健康保険組合専務理事（現）

当社監査役（現）

１

合　　　計 － ３８４

（注）　１． 監査役竹中治彦、今村圭司及び中村英男は株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第 18 条

第 1 項に定める社外監査役である。

２． 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性のため、また、能力主義に基づく積極的な人材の登用

のため、執行役員制度を導入している。

執行役員は 29 名で、上記記載の取締役 カルロス ゴーン、小島久義、小枝至、大久保宣夫、松村矩雄、パトリック

ペラタ、ティエリー  ムロンゲの7 名の他に、副会長 安樂兼光、常務 仲村巖、同  川崎肇、同  高木茂、同  青木征彦、

同 高橋忠生、同 児玉了三、同 阿部栄一、同 佐々木邦昭、同  北島孝、同 山県秀司、同 今井英二、同 北洞幸雄、

同 竹辺圭祐、同 富井史郎、同  志賀俊之、同 ベルナール レイ、同  ジャンジャック ルゴフ、同  中村史郎、同  渡

邊邦幸、同  戸井田和彦、同  中村克己の 22 名で構成されている。
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第　５　　経　理　の　状　況

１. 連結財務諸表の作成方法について

当社の連結財務諸表は､｢連結財務諸表の用語､様式及び作成方法に関する規則｣  (昭和 51 年大

蔵省令第 28 号。以下 ｢連結財務諸表規則｣ という｡) に基づいて作成している｡

なお､前連結会計年度 (自平成11 年4 月1 日　至平成12 年3 月31 日) は、改正前の連結財務諸

表規則に基づき､当連結会計年度 (自平成 12 年 4 月 1 日　至平成13 年3 月31 日) は、改正後の連

結財務諸表規則に基づいて作成している｡

２. 監査証明について

当社は､証券取引法第 193 条の2 の規定に基づき､前連結会計年度 (自平成 11 年 4 月 1日　至

平成12 年3 月 31 日) 並びに当連結会計年度 (自平成12 年4 月 1 日　至平成13 年3 月31 日) の

連結財務諸表について､監査法人太田昭和センチュリーにより監査を受けており、その監査報告書

は､連結財務諸表の直前に掲げている｡



監 査 報 告 書

平成１２年６月２０日

日 産 自 動 車 株 式 会 社

　取締役社長　　カルロス　ゴーン　殿

監査法人 太田昭和センチュリー

代表社員
関与社員　公認会計士　　木　村　　喜　久　男　（印）

代表社員
関与社員　公認会計士　　鈴　木　　和　男　　　（印）

代表社員
関与社員　公認会計士　　古　川　　康　信　　　（印）

関与社員　公認会計士　　太　田　　建　司　　　（印）

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日産自動車株式会社の平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日ま

での連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益及び剰余金結合計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

　この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通

常実施すべき監査手続を実施した。

　監査の結果、連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠し、かつ、下記事項を除き前連結会計年度と同一の基

準に従って継続して適用されており、また、連結財務諸表の表示方法は、「連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５１年大蔵省令第２８号）の定めるところに準拠

しているものと認められた。

記

（１）会計処理方法の変更１．に記載のとおり、当連結会計年度に製品保証引当金に関する会

計方針を保証書の約款に従い、過去の実績を基礎に翌連結会計年度の費用見積額を計上す

る方法から翌連結会計年度以降保証期間内（３～５年）の費用見積額を計上する方法に変

更した。この変更は、税法と乖離していく現状と長期的かつ国際的な観点から、財務の健

全性及び費用・収益の対応をより適正に行うためのものであり、正当な理由による変更と

認める。なお、この変更により、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べて営業

利益は１４,４４６百万円増加、経常損失は同額減少、税金等調整前当期純損失が３４,

０４７百万円増加し、当期純損失がほぼ同額増加している。また、セグメント情報に与え

る影響は、会計処理方法の変更３．に記載のとおりである。



（２）会計処理方法の変更２．に記載のとおり、当連結会計年度に適格退職年金及び厚生年金

基金の積立不足に関する会計方針を拠出に基づき費用処理する方法から年金の財政計算

に基づき発生時に費用処理する方法に変更した。この変更は、適格退職年金については利

差損等の発生により過去勤務債務が拡大したこと、また厚生年金基金において平成１０年

度末に最低積立基準額に対する積立水準が基準値を下回ったことから、財務の健全性を図

るために行われたものであり、正当な理由による変更と認める。また、一部の連結子会社

は退職給与引当金の計上方法を自己都合期末要支給額の４０％相当額を計上する方法か

ら自己都合期末要支給額を計上する方法に変更している。この変更は、提出会社との会計

処理の統一を図るために行われたものであり、正当な理由による変更と認める。なお、こ

れらの変更により、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べて営業利益は１４,

２３０百万円増加、経常損失は同額減少、税金等調整前当期純損失が、２６１,６４６百

万円増加、法人税等調整額が１４,０５７百万円減少し、少数株主損失及び当期純損失が

それぞれ、１３,９３０百万円、２３３,６５９百万円増加している。また、セグメント情

報に与える影響は、会計処理方法の変更３．に記載のとおりである。

（３）セグメント情報の「２．所在地別セグメント情報」の（注）４．「会計処理方法の変更」、  

及び「３．海外売上高」の（注）４．「海外セグメントの変更」に記載のとおり、当連結

会計年度に国または地域の区分について、地理的近接度による方法から地理的近接度をベ

ースに事業活動の相互関連性を加味して行う方法に変更し、所在地別セグメント情報にお

いてはメキシコを北米に含めて表示することとし、海外売上高においてはメキシコを北米

に含めるとともに、メキシコを除く中南米についてはその他在外に含めて表示することと

した。この変更は、提出会社グループがメキシコを含めた北米全域を一体の市場として域

内の事業運営を行う組織に変更したことから、所在地別セグメント情報及び海外売上高の

情報を販売市場との整合性に基づきより明確に表示し、セグメント情報の有用性を高める

ために行われたものであり、正当な理由による変更と認める。なお、この変更によるセグ

メント情報への影響は、「２．所在地別セグメント情報」の（注）４．「会計処理方法の変

更」、及び「３．海外売上高」の（注）４．「海外セグメントの変更」に記載のとおりである。

　よって、当監査法人は、上記の連結財務諸表が日産自動車株式会社及び連結子会社の平成

１２年   ３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

（注）会社は、当連結会計年度より連結財務諸表作成のための基本となる事項又は追加情報の

注記に記載のとおり、改訂後の連結財務諸表原則並びに研究開発費等に係る会計基準及び

税効果会計に係る会計基準が適用されることとなるため、これらの原則及び会計基準によ

り連結財務諸表を作成している。

以　　上



監 査 報 告 書

平成１３年６月２１日

日 産 自 動 車 株 式 会 社

　取締役社長　　カルロス　ゴーン　殿

監査法人 太田昭和センチュリー

代表社員
関与社員　公認会計士　　木　村　　喜　久　男　（印）

代表社員
関与社員　公認会計士　　鈴　木　　和　男　　　（印）

代表社員
関与社員　公認会計士　　古　川　　康　信　　　（印）

関与社員　公認会計士　　太　田　　建　司　　　（印）

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている日産自動車株式会社の平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日ま
での連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益及び剰余金結合計算
書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。
　この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通
常実施すべき監査手続を実施した。
　監査の結果、連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準に準拠し、かつ、下記事項を除き前連結会計年度と同一の基
準に従って継続して適用されており、また、連結財務諸表の表示方法は、「連結財務諸表の用
語、様式及び作成方法に関する規則」（平成１１年大蔵省令第２８号）の定めるところに準拠
しているものと認められた。

記
　会計処理方法の変更に記載のとおり、提出会社は、当連結会計期間に有形固定資産の減価償
却方法を法人税法に規定する減価償却と同一の基準による定率法（ただし、平成１０年４月
１日以   降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）から定額法に変更し、あ
わせて耐用年数については見積耐用年数、残存価額については実質的残存価額（備忘価額１円）
にそれぞれ変更した。この変更は、生産集約化、プラットフォーム（車台）数の削減・共通化
等により生産の安定化が見込まれる事業環境の変化と国際的な会計慣行との整合性の観点か
ら、投下資本の平均的な回収を図るとともに費用・収益の対応をより適正に行うためのもので
あり、正当な理由による変更と認める。なお、この変更により、従来の方法によった場合に比
べて減価償却費は２９,８０４百万円減少し、営業利益は２８,６７２百万円増加、経常利益及
び税金等調整前当期純利益は２９,０５２百万円増加している。また、セグメント情報に与え
る影響は、セグメント情報の「２．所在地別セグメント情報」の（注）３．「会計処理方法の
変更」に記載のとおりである。

　よって、当監査法人は、上記の連結財務諸表が日産自動車株式会社及び連結子会社の平成
１３年   ３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示しているものと認める。
　会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

（注）会社は、当連結会計年度より連結財務諸表作成のための基本となる事項及び追加情報の
注記に記載のとおり、退職給付に係る会計基準、金融商品に係る会計基準及び改訂後の外
貨建取引等会計処理基準が適用されることとなるため、これらの会計基準により連結財務
諸表を作成している。

以　　上
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連結財務諸表等

　(1)　連結財務諸表

　　①　連結貸借対照表 (単位:百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成 12 年 3 月 31 日現在) (平成 13 年 3 月 31 日現在)

　　　　　　　　　　　　　　年　度　別
　科　　　目

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

資 産 の 部 % %

Ⅰ　流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金

2. 受 取 手 形 及 び 売 掛 金

3. 販 売 金 融 債 権

4. 有 価 証 券

5. 製 品

6. そ の 他 の 棚 卸 資 産

7. 繰 延 税 金 資 産

8. そ の 他 の 流 動 資 産

9. 貸 倒 引 当 金

※３

※ ３
※ ４

※ ３

※３

４８３,４７３

４９２,３８０

６９５,５３１

２６０,２５２

３８８,４４４

１５８,９０７

１０６,２８６

２６３,４７７

△　２４,１８７

２８８,９７０

５７０,８９６

１,１８５,５６８

３,９５８

４１６,２２２

１４２,８６６

１４０,３８６

３２２,９７２

△　３１,８９５

流 動 資 産 合 計 ２,８２４,５６３ ４３.２ ３,０３９,９４３ ４７.１

Ⅱ　固　定　資　産

　1.　有形固定資産 ※１
※３

(1) 建 物 及 び 構 築 物

(2) 機 械 装 置 及 び 運 搬 具

(3) 土 地

(4) 建 設 仮 勘 定

(5) その他の有形固定資産

※２

６４２,７９５

１,０４９,２８２

８６６,３１８

７６,０２３

２１３,５８６

５８９,４５２

１,１１４,９００

７９８,７６７

６９,９７６

２０８,６２５

有 形 固 定 資 産 合 計 ２,８４８,００４ ４３.５ ２,７８１,７２０ ４３.１

　2.　無形固定資産 ４５,１０４ ０.７ ３６,３５８ ０.６

　3.　投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券

(2) 長 期 貸 付 金

(3) 繰 延 税 金 資 産

(4) そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産

(5) 貸 倒 引 当 金

※３
※５ ２１８,８１４

４２,３４０

２７,７９２

１９０,３４３

△　２１,３０２

３１２,８９６

４３,１８２

１３２,１５４

１２０,２１２

△　１８,４４４

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ４５７,９８７ ７.０ ５９０,０００ ９.１

固 定 資 産 合 計 ３,３５１,０９５ ５１.２ ３,４０８,０７８ ５２.８

Ⅲ　繰 延 資 産

   社 債 発 行 差 金 － ３,２２２

     繰 延 資 産 合 計 － － ３,２２２ ０.１

Ⅳ　為替換算調整勘定 ３６５,５２６ ５.６ － －

資 産 合 計 ６,５４１,１８４ １００.０ ６,４５１,２４３ １００.０

, ,



－２８－

(単位:百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成 12 年 3 月 31 日現在) (平成 13 年 3 月 31 日現在)

　　　　　　　　　　　　　　年　度　別
　科　　　目

金　　　　額 　構成比 金　　　　額 　構成比

負 債 の 部 % %

Ⅰ　流　動　負　債

1. 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ※ ４ ６１０,４４４ ６００,９３６
2. 短 期 借 入 金 及 び

輸 入 引 受 手 形
※ ３ 　　８４３,８２７ 　　７０３,５９９

3. 一 年 以 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金

※３ ２７５,４７０ ４７５,９３５

4. 一 年 以 内 償 還
予 定 の 社 債 １９７,２６３ ２４９,９８２

5. 未 払 費 用

6. 繰 延 税 金 負 債

7. そ の 他 の 流 動 負 債

３３８,７３１

－

７１５,２１１

３４７,７２５

３８７

７３２,２４２

流 動 負 債 合 計 ２,９８０,９４６ ４５.６ ３,１１０,８０６ ４８.２

Ⅱ　固　定　負　債

1. 社 債

2. 長 期 借 入 金

3. 長 期 未 払 年 金 費 用

4. 繰 延 税 金 負 債

5. 製 品 保 証 引 当 金

6. 事 業 構 造 改 革 引 当 金

7. 退 職 給 与 引 当 金

8. 退 職 給 付 引 当 金

9. そ の 他 の 固 定 負 債

※３

９０９,９３９

７４５,６７１

２２２,９８１

１６６,３４５

１５２,３４２

１６４,５９０

１２７,３２５

－

８１,６９９

６９９,４３６

７０３,１１１

－

１６９,７６８

１５４,５５７

７４,５３１

－

４００,７１３

１０１,２０５

固 定 負 債 合 計 ２,５７０,８９２ ３９.３ ２,３０３,３２１ ３５.７

負 債 合 計 ５,５５１,８３８ ８４.９ ５,４１４,１２７ ８３.９

少 数 株 主 持 分

少 数 株 主 持 分 ５９,９９０ ０.９ ７９,１７７ １.３

資 本 の 部

Ⅰ 資 本 金 ４９６,６０５ ７.６ ４９６,６０６ ７.７

Ⅱ 資 本 準 備 金 ６９０,２６２ １０.５ ６９０,２６２ １０.７

Ⅲ

Ⅳ

連 結 剰 余 金

連 結 欠 損 金

※６

※７

－
２３７,３０１

－
△３.６

８７,６２６
－

１.３
－

Ⅴ その他有価証券評価差額金 － － １,４３８ ０.０

Ⅵ 為 替 換 算 調 整 勘 定 － － △ ３１６,４８１ 　　△４.９

Ⅶ 自 己 株 式 △ ４ △０.０ △ ９ △０.０

Ⅷ 子会社が保有する親会社株式 △ ２０,２０６ 　　△０.３ △ １,５０３ △０.０

資 本 合 計 　　９２９,３５６ １４.２ 　　９５７,９３９ １４.８

負 債 ､ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

６,５４１,１８４ １００.０ ６,４５１,２４３ １００.０



－２９－

　　②　連結損益及び剰余金結合計算書 (単位:百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

( 自　平成 11 年　4 月　1 日
至　平成 12 年　3 月 31 日 ） ( 自　平成 12 年　4 月　1 日

至　平成 13 年　3 月 31 日 )　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度　別
　　科　　　目

金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

% %
Ⅰ 売 上 高 ５,９７７,０７５ １００.０ ６,０８９,６２０ １００.０

Ⅱ 売 上 原 価 ※1 ４,５７０,２４３ ７６.５ ４,６３４,０３９ ７６.１

割賦販売利益調整前売上総利益 １,４０６,８３２ ２３.５ １,４５５,５８１ ２３.９

Ⅲ 割 賦 販 売 利 益 調 整 高

1. 割 賦 販 売 利 益 繰 延 高

2. 割 賦 販 売 利 益 実 現 高

△ ６１２
２,６２２ ２,０１０ ０.１

△ ４８６
７４５ ２５９ ０.０

売 上 総 利 益 １,４０８,８４２ ２３.６ １,４５５,８４０ ２３.９

Ⅳ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ※1

1. 運 賃 及 び 発 送 諸 費

2. 広 告 宣 伝 費

3. サ ー ビ ス 保 証 料

4. 製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額

5. 販 売 諸 費

6. 給 料 手 当

7. 退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額

8. 退 職 給 付 費 用

9. 消 耗 品 費

１１２,１６８

１６５,２２８

　６,９２９

３０,８２８

３４８,００１

４３６,３２４

１５,１４５

－

　９,４７６

８８,７７１

１６０,１９６

　９,１６８

２７,１２１

２８１,３４１

３８８,３７９

－

３０,０２８

　９,４４５

10. 減 価 償 却 費

11. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

12. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額

13. そ の 他

６０,２８９

　６,５０５

４,１１２

１３１,２７２ １,３２６,２７７ ２２.２

５１,９５１

　６,７４０

１,１１４

１１１,２７２ １,１６５,５２６ １９.１

営 業 利 益 　８２,５６５ １.４ 　２９０,３１４ ４.８

Ⅴ 営 業 外 収 益

1. 受 取 利 息

2. 受 取 配 当 金

3. 有 価 証 券 売 却 益

　９,７１２

３,７０３

１４,３３８

　７,６９２

３,４４７

３８,５９９

4. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 － ９,２３９
5. 貨 幣 価 値 変 動

会 計 に よ る 差 益 １８,０４４ １,１１９

6． 雑 収 入 １６,１１０ 　６１,９０７ １.０ ２８,５６８ 　８８,６６４ １.４

Ⅵ 営 業 外 費 用

1. 支 払 利 息

2. 為 替 差 損

3. 持 分 法 に よ る 投 資 損 失

4. 退職給付会計基準変更時差異

5. 雑 支 出

　７３,９７９

　８,６１１

１９,０３３

－

４４,４９１ １４６,１１４ ２.４

　４２,２４１

　２,７９７

－

２４,７２９

２６,９０２ ９６,６６９ １.６

経 常 利 益

経 常 損 失

－

１,６４２

－

０.０

２８２,３０９

－

４.６

－



－３０－

(単位:百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

( 自　平成 11 年　4 月　1 日
至　平成 12 年　3 月 31 日 ) ( 自　平成 12 年　4 月　1 日

至　平成 13 年　3 月 31 日 )　　　　　　　　　　　　　　年　度　別
　科　　　目

金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

% %

Ⅶ 特　別　利　益

1. 固 定 資 産 売 却 益

2. 関係会社投資有価証券売却益

3. 投 資 有 価 証 券 売 却 益

4. 前 期 損 益 修 正 益

5. そ の 他

※２ ３２１

２７,７１５

－

２,４８０

８,１０６ ３８,６２２ ０.６

５５,４９７

－

２６,４４４

３,１７３

３,０５０ ８８,１６４ １.５

Ⅷ 特　別　損　失

1. 固 定 資 産 廃 却 損

2. 前 期 損 益 修 正 損

3. 投 資 ･ 債 権 評 価 損

4. 年金過去勤務費用償却額

5. 製品保証引当金繰入額

6. 事業構造改革特別損失

7. そ 　 　 の 　 　 他

※３

２６,２５６

　　１６９

５１,６６８

２７５,８７６

４８,４９３

２３２,６９２

１１４,４８０ ７４９,６３４ １２.５

１６,７３０

　　７７２

１６,３７８

－

－

－

４６,８９５ ８０,７７５ １.３

税金等調整前当期純利益

税金等調整前当期純損失

－

７１２,６５４

－

△１１.９

２８９,６９８

－

４.８

－

法人税､住民税及び事業税 ４０,５０３ ６８,１０５

法 人 税 等 調 整 額 △ ３０,５８９ 　９,９１４ △０.１ △ １３０,６３７ △ ６２,５３２ １.０

少 数 株 主 利 益 － － ２１,１５５ △０.４

少 数 株 主 損 失 ３８,２０５  ０.６ － －

当 期 純 利 益

当 期 純 損 失

－

６８４,３６３

－

△１１.４

３３１,０７５

－

５.４

－

Ⅸ 連結剰余金

1. 連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連結剰余金期首残高 ( 前期末 )

過年度税効果調整額

６５３,４３３

△ ９８,５６８ ５５４,８６５ －

2． 連 結 欠 損 金 期 首 残 高 － ２３７,３０１

3． 連 結 剰 余 金 増 加 高

4． 連 結 剰 余 金 減 少 高

※４ － ４,４７７

役 員 賞 与 １４１ １３１

( うち 監 査 役 賞 与 ) (　４３) (　２０)

そ の 他 ※５ １０７,６６２ １０７,８０３ １０,４９４ １０,６２５

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 欠 損 金 期 末 残 高

－

２３７,３０１

８７,６２６

－



－３１－

　　③　連結キャッシュ･フロー計算書 (単位:百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

( 自　平成11 年　4 月　1 日
至　平成12 年　3 月31 日 ) ( 自　平成12 年　4 月　1 日

至　平成13 年　3 月31 日 )　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度　　別
　　　　科　　　　目

金　　　　額 金　　　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー
税金等調整前当期純利益 － ２８９,６９８
税金等調整前当期純損失 ７１２,６５４ －
減価償却費（除くリース車両） ２５８,５９１ ２２７,０４６
減価償却費（リース車両） １７５,９６２ １３３,１４５
貸倒引当金の増加額 ２６,５６１ １７,３２０
投資勘定の評価減 ２９,８２７ １４,１５２
米国オフリース車損失（将来実現分） ２６,７０６ ７,６１９
受取利息及び受取配当金 △ １３,４１５ △ １１,１３９
支払利息 １１９,１７６ １０８,１８８
有形固定資産売却益（又は売却損） ８３１ △ ５５,４９７
有形固定資産廃却損 ２９,６８２ １６,７３０
有価証券及び投資有価証券売却益 △ ４２,０５３ △ ６５,０４３
売上債権の増加額（又は減少額） ４１,５３６ △ １００,５３３
販売金融債権の増加額 － △ ３８９,５５５
棚卸資産の減少額 ４３,１４６ １６,６３３
仕入債務の増加額（又は減少額） △ ４０,８１４ ２４,４７６
年金過去勤務費用償却額 ２２２,９８１ －
退職給付会計基準変更時差異 － ２４,７２９
退職給付費用 － ６２,０７５
退職給付引当金の取崩による支払額 － △ ６７,３５１
事業構造改革特別損失 １６４,５９０ －
事業構造改革引当金の取崩による支払額 － △ ２８,０３５
その他 １００,７５１ △ ６,８３７

小　　計 ４３１,４０４ ２１７,８２１
利息及び配当金の受取額 １１,５６９ ８,０２４
利息の支払額 △ １２１,６０７ △ １０９,２０６
法人税等の支払額 △ ２９,２７５ △ ４３,３８８

営業活動によるキャッシュ･フロー ２９２,０９１ ７３,２５１

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー
短期投資の純減少額 ５７,５４０ ３,６９０
有形固定資産の取得による支出 △ ２３８,３４７ △ １９７,２１６
有形固定資産の売却による収入 ８５,８５９ ９８,６９２
リース資産の増加額 △ １５３,７９３ △ １７０,１４６
長期貸付金の減少額 ５,２６９ ９,８３１
長期貸付金の増加額 △ ７,４３９ △ ２,２８０
投資有価証券の取得による支出 △ ２５,６８２ △ ９,２９４
投資有価証券の売却による収入 ５７,８２５ １７７,７３１
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 ４０,７７９ １０,３３１
子会社株式の追加取得による支出 △ １０,２３７ △ ２,５６８
事業売却による収入 － ４０,３７９
その他 ７,８１４ ２５,２６５

投資活動によるキャッシュ･フロー △ １８０,４１２ △ １５,５８５

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー
短期借入金の純減少額 △ ８３１,１５０ △ １６,４０３
長期借入金の増加額 ２１３,９０９ ２４８,２９８
社債の増加額 ２９５,３１３ ５０,０００
長期負債の返済・社債の償還 △ ５６３,０５５ △ ５５５,０４５
株式の発行による収入 ５８５,７００ －
自己株式の売却による収入 － ２５,９７５
ファイナンスリースの返済による支払額 △ １８,４６０ △ １５,９１９
配当金の支払額 △ ３４０ －

財務活動によるキャッシュ･フロー △ ３１８,０８３ △ ２６３,０９４

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ３０,５６７ ７,１５５
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ ２３６,９７１ △ １９８,２７３
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ６９５,２６５ ４９０,７０８
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ３３,６６８ ５６４
Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ １,２５４ △ ４,４６３
Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ４９０,７０８ ２８８,５３６
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
1.　連結の範囲に関する事項 1.　連結の範囲に関する事項
　(1)　連結子会社 342 社 　(1)　連結子会社 313 社
　　　･国内会社 244 社 　　　･国内会社 229 社

国 内 車 両 ･ 部 品
販 売 会 社

愛知日産自動車㈱､横浜日産ﾓｰﾀｰ㈱､
㈱日産ｻﾃｨｵ東京､日産ﾌﾟﾘﾝｽ東京販売
㈱､日産部品東京販売㈱他 199 社

国 内 車 両 ･ 部 品
販 売 会 社

愛知日産自動車㈱､横浜日産ﾓｰﾀｰ㈱､
㈱日産ｻﾃｨｵ東京､日産ﾌﾟﾘﾝｽ東京販売
㈱､日産部品東京神奈川販売㈱他 196
社

国内車両・部品
 製 造 会 社

日産車体㈱､愛知機械工業㈱､ｼﾞﾔﾄｺ･ﾄﾗﾝ
ｽﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱他 3 社

国内車両・部品
製 造 会 社

日産車体㈱､愛知機械工業㈱､ｼﾞﾔﾄｺ･ﾄﾗﾝ
ｽﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱他 3 社

国 内 物 流
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 会 社

日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ㈱､日産ｶｰﾘｰｽ㈱､日産ｱﾙ
ﾃｨｱ㈱､㈱ﾊﾞﾝﾃｯｸ他 30 社

国 内 物 流
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 会 社

日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ㈱､㈱日産ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞ
ｽ､日産ｱﾙﾃｨｱ㈱他 19 社

　　　･在外会社  98 社 　　　･在外会社 84 社
北米日産会社､欧州日産会社､英国日産自動車製造
会社､   ﾒｷｼｺ日産自動車会社他 94 社

北米日産会社､欧州日産会社､英国日産自動車製造
会社､   ﾒｷｼｺ日産自動車会社他 80 社

新規設立により子会社となった日産英国持株会社他 3
社について当連結会計年度より連結の範囲に含めた｡ま
た、財務諸表等規則の改正による支配力基準の適用に
より実質的に支配していると認められた日産車体㈱、ｵｰ
ﾄﾒｰｶｰｽﾞ社他 43 社、前連結会計年度では非連結子会
社であったｸﾞｱﾑ日産自動車会社他 107 社が当連結会計
年度より新規連結子会社となった。また、前連結会計年
度では連結子会社であった福岡日産ﾓｰﾀｰ㈱他 8 社が
合併により消滅し、ﾄﾞｲﾂ日産販売金融会社他在外販売
金融会社 4 社及び仙台日産ﾓｰﾀｰ㈱他 3 社が株式売却
によって子会社ではなくなったため、連結子会社から除
外した。

新規設立により子会社となった日産ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ岐阜㈱
他２社について当連結会計年度より連結の範囲に含め
た。また、前連結会計年度では持分法適用会社であっ
た日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ東京販売㈱他 6 社及び持分法非適用
会社であった 2 社については、重要性が増加したことに
より、当連結会計年度より連結子会社とした。前連結会
計年度では連結子会社であった日産ｶｰﾘｰｽ㈱他 8 社が
合併により消滅し、日産ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ㈱他 16 社が
清算により消滅した。また、㈱ﾊﾞﾝﾃｯｸ及びｽｲｽ日産自動
車会社他 13 社が株式の売却によって子会社ではなくな
ったため、連結子会社から除外した。

　(2)　非連結子会社 277 社 　(2)　非連結子会社 225 社
　　　･国内会社 226 社 　　　･国内会社 181 社
　　　　　㈱ﾘｽﾞﾑ九州､日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ東京販売㈱他 　　　　　日産ﾏﾘー ﾝ㈱、㈱ﾘｽ゙ﾑ九州他

　　　･在外会社  51 社 　　　･在外会社  44 社
　　　　　日産ﾄﾚー ﾃ゙ｲﾝｸ゙ L.A.S.A.他 　　　　 日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ L.A.S.A.他

上記の非連結子会社は､総資産･売上高･当期純損益･
連結剰余金を勘案しても比較的小規模であり､全体とし
ても連結財務諸表に重要な影響を与えていないため連
結の範囲から除外した｡

上記の非連結子会社は､総資産･売上高･当期純損益･
連結剰余金を勘案しても比較的小規模であり､全体とし
ても連結財務諸表に重要な影響を与えていないため連
結の範囲から除外した｡

2.　持分法の適用に関する事項 2.　持分法の適用に関する事項
　(1)　持分法適用会社 73 社 　(1)　持分法適用会社 54 社
　　　･非連結子会社 28 社(国内 14 社､在外 14 社) 　　　･非連結子会社 17 社(国内 6 社､在外 11 社)
　　　　日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ東京販売㈱､日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ L.A.S.A.他 　　　　日産ﾏﾘー ﾝ㈱､日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ L.A.S.A.他

財務諸表等規則の改正による支配力基準の適用により
ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｼｮﾝ&ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽ会社他 1 社が当連結会計
年度より持分法適用非連結子会社となり、前連結会計年
度では持分法適用非連結子会社であった日産部品熊
本㈱が連結子会社となった。また、当連結会計年度より
日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ L.A.S.A.他 4 社について持分法を適用
した。前連結会計年度では持分法適用非連結子会社で
あったｸﾞｱﾑ日産自動車会社他 26 社は連結子会社とな
り､㈱ﾌｧｲﾅﾘｻｰﾁは合併により消滅した。ﾄﾞｲﾂ日産販売
金融会社が子会社ではなくなったことにより、日産保険ｻ
ｰﾋﾞｽ有限会社は持分法適用の範囲から除外した｡

前連結会計年度では持分法適用関連会社であった日
産部品山梨販売㈱が支配力基準により持分法適用非連
結子会社となった。また、前連結会計年度では持分法適
用非連結子会社であった日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ東京販売㈱他 6
社は連結子会社となり、日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ京滋販売㈱が合
併により消滅し、㈱ｱｸｱﾗﾝﾃﾞｨｱ他 1 社が清算により消滅
した。ｽｲｽ日産自動車会社が子会社ではなくなったこと
により、ﾆｯｻﾝｵｰﾄﾊﾝﾃﾞﾙｽﾞ社他１社は持分法適用の範
囲から除外した。

　　　･関連会社  45 社(国内 37 社､在外 8 社) 　　　･関連会社  37 社(国内 29 社､在外 8 社)
　　　　　日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業㈱､桐生機械㈱他 　　　　　日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業㈱､桐生機械㈱他

前連結会計年度では持分法非適用であった大阪日産
自動車㈱他 13 社に持分法を適用し、さらに、財務諸表
等規則の改正による影響力基準の適用により㈱日産ｻﾃ
ｨｵ山梨について持分法を適用した。

前連結会計年度において新規設立により関連会社とな
った日産部品群馬販売㈱に持分法を適用し、ｲｽﾏｯｸ日
産製造会社については重要性が増加したことにより持分
法を適用した。
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前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
また支配力基準により、前連結会計年度では持分法を
適用していた日産車体㈱、ｵｰﾄﾒｰｶｰｽﾞ社他 4 社を連結
子会社とし、ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰｼｮﾝ &ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽ会社を持分法
適用非連結子会社とした。その他、株式の売却により㈱
ﾂｰｶｰｾﾙﾗｰ東京他 11 社、増資により所有比率が減少し
たｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ･ﾃﾞ･ｱｼｴﾝﾄ社を持分法適用の範囲から除
外した｡

また、前連結会計年度に持分法を適用していた㈱ｶﾝｾｲ
は合併により消滅し、池田物産㈱他７社は株式売却によ
って関連会社ではなくなったため、持分法適用の範囲か
ら除外した。

　(2)　持分法非適用会社 302 社 　(2)　持分法非適用会社 251 社
　　　･非連結子会社 249 社 　　　･非連結子会社 208 社
　　　　　㈱ﾘｽﾞﾑ九州他 　　　　　㈱ﾘｽﾞﾑ九州他
　　　･関連会社  53 社 　　　･関連会社  43 社
　　　　　㈱ｱﾙﾌｧ他 　　　　　㈱日本気化器製作所他

上記の非連結子会社及び関連会社については､いずれ
も連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微で
あり､かつ全体としてもその影響の重要性がないため持
分法適用の範囲から除外した｡

上記の非連結子会社及び関連会社については､いずれ
も連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微で
あり､かつ全体としてもその影響の重要性がないため持
分法適用の範囲から除外した｡

　(3)　持分法の適用会社のうち､決算日が連結決算日と異なる
会社に   ついては､各社の事業年度にかかる財務諸表を
使用し   ている｡

　(3)　持分法の適用会社のうち､決算日が連結決算日と異なる
会社に   ついては､各社の事業年度にかかる財務諸表を
使用し   ている｡

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項 3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
　(1)　連結子会社のうち､決算日が連結決算日(3 月31 日)と異な

る子会社は     次のとおりである｡
　(1)　連結子会社のうち､決算日が連結決算日(3 月31 日)と異な

る子会社は     次のとおりである｡
12 月 31 日が決算日の会社

ﾒｷｼｺ日産自動車会社
欧州日産会社及びその子会社　22 社
日産英国持株会社及びその子会社 4 社
欧州日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ会社
ｽﾍﾟｲﾝ日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ会社
北米日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ会社
日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ欧州会社
日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ米国会社
ｵｰﾄﾒｰｶｰｽﾞ社及びその子会社 28 社

1 月 31 日が決算日の会社
横浜ﾏﾘﾉｽ㈱

12 月 31 日が決算日の会社
ﾒｷｼｺ日産自動車会社
欧州日産会社及びその子会社　20 社
日産英国持株会社及びその子会社 4 社
欧州日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ会社
ｽﾍﾟｲﾝ日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ会社
北米日産ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ会社
日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ欧州会社
日産ﾄﾚｰﾃﾞｲﾝｸﾞ米国会社及びその子会社 2 社
ｵｰﾄﾒｰｶｰｽﾞ社及びその子会社 14 社

1 月 31 日が決算日の会社
横浜ﾏﾘﾉｽ㈱

(2)  上記に記載した合計 64 社については､連結決算日との
間に生   じた重要な取引について調整を行なったうえ連結
している｡

(3)  連結子会社である日産ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱は決算月を 2 月 28 日
から3 月 31 日に変更したことにより、当連結会計年度にお
いては 13 ヶ月で連結している。

(2)  上記に記載した合計 50 社については､連結決算日との
間に生   じた重要な取引について調整を行なったうえ連結
している｡

4.　会計処理基準に関する事項 4.　会計処理基準に関する事項

　(1)　資産の評価基準 　(1)　資産の評価基準
　　　①有価証券 　　　①有価証券

主として取引所の相場のある有価証券については移動
平均法   に基づく低価法(洗い替え方式)
その他の有価証券については移動平均法に基づく原
価法

　満期保有目的債券…償却原価法
　その他有価証券

　時価のあるもの…連結決算日の市場価格等に基づく
時価法   （評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原価は移動
平均法   により算定している）

　時価のないもの…移動平均法に基づく原価法
　　　②デリバテｨブ

　　時価法（為替予約の振当処理を除く）
　　　②製　　品 　　　③製　　品
　　　　　主として総平均法に基づく低価法 　　　　　 同  左
　　　③その他の棚卸資産 　　　④その他の棚卸資産
　　　　　仕掛品及び原材料のうち購入部品は主として総平均

法に基   づく低価法
　　　　　原材料(除く､購入部品)､貯蔵品は主として後入先出

法に基   づく低価法

　　　　　 同  左



－３４－

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
 (2)　有形固定資産の減価償却の方法  (2)　有形固定資産の減価償却の方法
　　　　主として法人税法に規定する定率法を採用している｡

ただし､平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(除く建
物付属設備)は定額法によっている。

  主として耐用年数を見積耐用年数、残存価額を実質
的残存価額とする定額法によっている。

 (3)　貸倒引当金の計上基準
  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
み額を計上している。

 (3)　製品保証引当金の計上基準  (4)　製品保証引当金の計上基準
製品のアフターサービスに対する費用の支出に備える

ため､保証書の約款に従い､過去の実績を基礎に翌期以
降保証期間内の費用見積額を計上している｡

同  左

 (4)　事業構造改革引当金の計上基準  (5)　事業構造改革引当金の計上基準
日産リバイバル･プランに基づく事業構造改革に伴い、

今後発生が見込まれる費用について、合理的に見積ら
れる金額を計上している。

同  左

 (5)　退職給与引当金の計上基準
主として従業員の退職金支出に備えるため､退職手当

規程に基づき次の方法により計上している｡なお､一部に
ついて適格退職年金に移行している｡

　　　　　　繰入方法…自己都合による前期末退職金の要支給
額と当   期末退職金の要支給額との差額
(年金移行部分を除く)

　　　　　　取崩方法…期中退職者に対する自己都合による前
期末退   職金の要支給額(同上)

　　　　　　残高基準…自己都合による当期末退職金の要支給
額(同上)    

 (6)　退職給付引当金の計上基準
主として従業員の退職給付に備えるため､当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見込み額
に基づき計上している。

なお、会計基準変更時差異は主として 15 年による均等
額を費用処理している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理し
ている。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数による定額法により翌連
結会計年度から費用処理することとしている。

 (7)　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算
の基準   
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい
る。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期
中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主
持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて
いる。

 (6)　重要なリース取引の処理方法  (8)　重要なリース取引の処理方法
主としてリース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引については､通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
いる｡

同  左
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前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
 (9)　重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
  繰延ヘッジ処理によっている。
  また、為替予約等が付されている外貨建債権債務
等につ   いては、振当処理を行なっている。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
・ ヘッジ手段…デリバティブ取引
・ ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性が

あり、相場変動等が評価に反映され
ていな   いもの

③ヘッジ方針
  外貨建取引等についてリスクヘッジすることを原則と
する。   

④ヘッジ有効性の評価方法
  ヘッジ手段の変動額の累計とヘッジ対象の変動額
の累計   とを比較して有効性を判定している。

⑤その他ヘッジ会計に係るリスク管理方法
  提出会社は社内の「リスク管理規定」に基づいて行
なって   いる。

 (7)　消費税等の会計処理  (10)　消費税等の会計処理
　　　　 消費税等の会計処理は税抜方式によっている｡   同  左

 (8)　在外連結子会社が採用している会計処理基準  (11)　在外連結子会社が採用している会計処理基準
　　　  メキシコの連結子会社の財務諸表は､貨幣価値変動

会計に   基づいて作成されている｡同基準による再評価差
額はイ   ンフレ指数の修正率を乗じて計算され､連結財務
諸表上   は貨幣価値変動会計による差益(差損)及び連結
剰余金   として計上している｡

  同  左

5.  連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 5.  連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に関しては全面時価
評価法   を採用している。

  同  左

6.  連結調整勘定の償却に関する事項 6.  連結調整勘定の償却に関する事項

相殺消去の結果生じた消去差額は僅少なため、すべて
発生時   の損益として処理している。

  同  左

７.　利益処分項目等の取扱に関する事項 7.　利益処分項目等の取扱に関する事項
　　　連結会社の利益処分は､連結会計年度中に確定した利

益処分に    基づいて作成している｡
　　　    同  左

8． 連結キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 8． 連結キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び

現金同等物)は手許資金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少
のリス   クしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償還期限
の到来   する短期投資からなる。

　　　    同  左
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会計処理方法の変更

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
（製品保証引当金の会計処理） （有形固定資産の減価償却方法）

　　　従来、製品保証引当金は、製品のアフターサービスに
対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に従い、
過去の実績を基礎に翌期の費用見積額を計上していた
が、税法と乖離していく現状と長期的かつ国際的な観点
から、財務の健全性および費用・収益の対応をより適正に
行なうため、当連結会計年度より翌期以降保 証 期 間 内
(3 年～5 年)の費用見積額を計上する方法に変更し、平
成 11 年 4 月期首時点での引当金差額 48,493 百万円を
「特別損失」に計上した。この変更により、前連結会計年
度と同一の基準によった場合に比べて「営業利益」は
14,446 百万円増加、「経常損失」は同額減少、「税金等
調整前当期純損失」は 34,047 百万円増加し、「当期純
損失」もほぼ同額増加している。
 　なお、従来、製品保証引当金は流動負債に区分掲記
していたが、当連結会計年度より固定負債に区分掲記し
ている。

（適格退職年金及び厚生年金基金の積立不足額等に対
する会計処理）
 　従来、年金財政における不足額については、拠出に
基づき   費用処理していたが、適格退職年金については
利差損   等の発生により過去勤務債務が拡大したこと、ま
た厚生   年金基金において平成 10 年度末に最低積立基
準額に対する積立水準が基準値を下回ったことから、財
務の健全性を図るため、当連結会計年度より年金の財政
計算に基づき発生時に費用処理する方法に変更した。
また、   一部の連結子会社は提出会社との会計処理の統
一を図るため、退職給与引当金の計上方法を自己都合
期末要   支給額の 40％相当額を計上する方法から自己都
合期末要支給額を計上する方法に変更している。これら
の変更により、平成11 年 4 月期首時点の不足額275,876
百万円を「特別損失」に計上した。その結果、前連結会
計年度   と同一の基準によった場合に比べて「営業利益」
は 14,230 百万円増加、「経常損失」は同額減少、「税金
等調整前当期純損失」は 261,646 百万円増加、「法人税
等調整額」が 14,057 百万円減少し、「少数株主損失」及
び「当期純損失」がそれぞれ、13,930 百万円、233,659
百万円増加している。

（セグメント情報に与える影響）

　　　上記の変更により、所在地別セグメント情報の[日本]
におい   て１．の変更により、「営業費用」が 14,446 百万円
減少、「営業利益」が同額増加、また、２．の変更により、
「営業費用」が 14,230 百万円減少し、「営業利益」が同
額増加している。

提出会社は、従来、有形固定資産の減価償却方法
は、法人税法に規定する減価償却と同一の基準による
定率法   （ただし、平成10 年 4 月 1 日以降に取得した建物
(建物付属設備を除く)については定額法）を採用してい
たが、   生産集約化、プラットフォーム（車台）数の削減・共
通化等により生産の安定化が見込まれる事業環境の変
化と国   際的な会計慣行との整合性の観点から、投下資
本の平   均的な回収を図るとともに費用・収益の対応をより
適正に行なうため、当連結会計年度より定額法に変更
し、あ   わせて耐用年数については見積耐用年数、残存
価額に   ついては実質的残存価額（備忘価額 1 円）にそれ
ぞれ変更した。

この変更により、従来の方法によった場合に比べて減
価償却費は 29,804百万円   減少し、「営業利益」は 28,672
百万円増加、「経常利益」及び「税金等調整前当期純利
益」は 29,052 百万円増加している。

なお、セグメント情報に与える影響は 59 頁に記載して
いる。
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(追加情報)

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
(連結貸借対照表) (連結貸借対照表)

  (1)　退職給付会計
当 連 結 会 計 年 度から退職給付に係る会計基準

（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成 10 年 6 月 16 日））を適用して
いる。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、退
職給付費用（営業費用）は 10,423 百万円増加し、会計
基準変更時差異の費用処理額(15 年定額)　24,729 百
万円を営業外費用に計上したことから「経常利益」は
35,042 百万円減少している。

なお、「退職給与引当金」及び企業年金制度の過
去勤務   債務等に係る「長期未払年金費用」は「退職給
付引当金」に含めて表示している。

(1)　ソフトウェア
前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他

の投資   その他の資産」に計上していたソフトウェアにつ
いては「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関
する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員
会報告第 12 号平成 11 年 3 月 31 日）における経過措
置の適用により、従来の会計処理方法を継続して適用
している。ただし同報告により上記に係るソフトウェア
の表示   については、投資その他の資産の「その他の
投資そ   の他の資産」から無形固定資産に変更し、減価
償却の方法        については社内における利用可能期間        
（５年）に基づく定額法によっている。なお、この変更に
より従来の方法によった場合に比較して、無形固定資
産が 8,163 百万円増加し、投資その他の資産は同額
少なく計上されている。

　

　 (2)　金融商品会計
当連結会計年度から金融商品に係る会計基準(「金

融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会　平成 11 年 1 月 22 日）)を適用し、有価証
券及びデリバティブ取引の評価方法、社債発行差金の
処理方法について変更している。

この結果、従来の方法によった場合と比較して「経
常利益   」は 19,889 百万円増加している。

また、期首時点で保有する有価証券のうち、その他
有価証券は「投資有価証券」として表示している。

この結果、期首時点において流動資産の「有価証
券」は 232,250 百万円減少し、「投資有価証券」は
232,250 百万円増加している。

(2)　税効果会計
連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

から税効果会計を全面的に適用している。これに伴い
従来の方法によった場合に比較して、繰延税金資産
14,736 百万円、繰延税金負債 63,343 百万円が新た
に計上されるとともに、当期純損失は34,238 百万円少
なく計上され、連結欠損金期末残高は 64,330 百万円
多く計上されている。

(3)　外貨建取引等会計基準
当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計

処理基   準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関
する意   見書」　（企業会計審議会　平成 11 年 10 月 22
日））を適用している。これによる損益の影響は軽微で
ある。   

また、前連結会計年度において「資産の部」に計上
していた為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の
改正により、「資本の部」に含めて計上している。

(表示方法の変更)

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
(連結貸借対照表)

当連結会計年度より「関係会社投資有価証券売却益」
と「投資有価証券売却益」を合わせて「投資有価証券売
却益」として表記することとした。

なお、「投資有価証券売却益」には「関係会社投資有
価証券売却益」が 20,727 百万円含まれている。

(連結キャッシュ・フロー計算書)
前連結会計年度において「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に含めていた「販売金融債権の増
加」（   前連結会計年度△8,400 百万円）は金額の重要性
が増したため、当連結会計年度においては区分掲記し
た。
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注　記　事　項
（連結貸借対照表関係） （単位：百万円）

前連結会計年度 (平成 12 年 3 月 31 日現在) 当連結会計年度 (平成 13 年 3 月 31 日現在)

1.　※1　有形固定資産の減価償却累計額　　　　3,370,433 1.　※1　有形固定資産の減価償却累計額　　　　3,309,486

2. ※2　「機械装置及び運搬具」には、リース契約による資
産(貸主)が 600,287 百万円含まれている。

2. ※2　「機械装置及び運搬具」には、リース契約による資
産(貸主)が 701,982 百万円含まれている。

3.　※3　このうち担保資産 3.　※3　このうち担保資産
　(1)　担保に供している資産の額 　(1)　担保に供している資産の額

預 金 53 預 金 33
受取手形及び売掛金 3,397
販 売 金 融 債 権 319,954

受取手形及び売掛金
販 売 金 融 債 権

6,819
669,630

そ の 他 の 流 動 資 産 5,228 そ の 他 の 流 動 資 産 3,345
有 形 固 定 資 産 384,702 有 形 固 定 資 産 386,306
投 資 有 価 証 券 3,457 投 資 有 価 証 券 3,091

計 716,791 計 1,069,224

　(2)　上記担保資産の対象となる債務 　(2)　上記担保資産の対象となる債務
短 期 借 入 金 342,777 短 期 借 入 金 351,359
長 期 借 入 金 376,613 長 期 借 入 金 641,157
(一年以内返済予定額を含む) (一年以内返済予定額を含む)

計 719,390 計 992,516

　　　　このほか､賃貸資産にかかわるリース債権並びに営業
貸付債権 29,174 百万円(連結貸借対照表に含まれて
いない)を､長期借入金 25,282 百万円の担保に供して
いる。また､上記以外に投資有価証券      8,153 百万円を､
関連会社長期借入金         16,339百万円   (連結貸借対照表
に含まれていない)の担保に供している｡

　　　　このほか､投資有価証券 8,526 百万円を､関連会社長
期借入金 16,515 百万円(連結貸借対照表に含まれて
いない)の担保に供している｡

4.　受取手形割引高 672 4.　受取手形割引高 663

5.　保証債務等の残高 5.　保証債務等の残高
(1)　保証債務 (1)　保証債務

被保証者 保証債務残高 被保証債務の内容 被保証者 保証債務残高 被保証債務の内容

従 業 員 205,018 借入金(住宅資金等 ) の債務保証 従 業 員 195,731 借入金(住宅資金等 ) の債務保証

大崎新都心ビル㈱ 44,760 借入金の債務保証 大崎新都心ビル㈱ 47,302 借入金の債務保証

他 587 社 他 727 社

計 249,778 計 243,033

(2)　保証予約 (2)　保証予約

被保証者 保証予約残高 被保証者の内容 被保証者 保証予約残高 被保証者の内容
モンクリベリア社
他 4 社

2,498 借入金の保証予約 モンクリベリア社
他 4 社

3,908 借入金の保証予約

(3)　経営指導念書等 (3)　経営指導念書等

　　　　以下の会社の金融機関からの借入等に関して差入
れた経営    指導念書等

　　　　以下の会社の金融機関からの借入等に関して差入
れた経営    指導念書等

対象会社 対象債務残高 対象会社 対象債務残高

日産ディーゼル工業㈱ 12,500 ジヤトコヨーロッパ社 22
そ の 他 ２ 社 2,263

計 14,763

(4)　売掛債権流動化に関する念書 (4)　売掛債権流動化に関する念書

流動化を実施した売掛債権の額 66,348 流動化を実施した売掛債権の額 90,085

(5)　遡及義務のある譲渡済割賦債権の未決済残高 (5)　遡及義務のある譲渡済割賦債権の未決済残高

205 230



－３９－

（単位：百万円）

前連結会計年度 (平成 12 年 3 月 31 日現在) 当連結会計年度 (平成 13 年 3 月 31 日現在)

6. ※4　期末日満期手形の残高
       連結会計年度末満期手形の処理については、手

形交換   日をもって決済処理している。
       なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日

であっ   たため、次の満期手形が連結会計年度末残高
に含まれている。

         受取手形 3,733
         支払手形 5,084

6.　適格退職年金
　(1)　提出会社は満 45 才以上の退職者を受給対象として､退

職金制   度の 90%相当分について､適格退職年金制度を
採用し   ている｡

　(2)　過去勤務費用の掛金期間　　           14 年
　(3)　退職給与引当金超過額は過去勤務費用の掛金期間内

で定額により取崩し､製造原価並びに販売費及び一般管
理費の中に記載している｡

　(4)　年金資産の直近時概算合計額      264,166

7.　※5　非連結子会社及び関連会社に対する投資等 7.　※5　非連結子会社及び関連会社に対する投資等
非連結子会社･関連会社株式 188,388 非連結子会社･関連会社株式 133,048

関 連 会 社 社 債 5,000

8.　※7　連結欠損金 8.　※6　連結剰余金
　　　　貨幣価値変動会計による再評価額　  2,294 　　　　貨幣価値変動会計による再評価額　　 2,052

　(連結損益及び剰余金結合計算書関係) （単位：百万円）

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
１1. ※1 研究開発費の総額

　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　238,622

1. ※1 研究開発費の総額
　　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　231,672

2. ※2　固定資産売却益は、土地・建物 49,693 百万円他
である。

2. ※3
　　事業構造改革特別損失の主な内訳は生産集約化による

固定資産除却等工場閉鎖見込損失    69,411百万円   、国内
会社における選択定年制度拡充等による退職割増金
60,061百万円   、国内販売会社拠点閉鎖見込損失              27,113
百万円、欧州事業改革費用 28,351 百万円である。

3. ※4 連結剰余金増加高
(1) メキシコの連結子会社の貨幣価値

変動会計に基づく再評価積立金
4,346

  (2) 持分法会社減少に伴う増加高 131

計 4,477

3. ※5 連結剰余金減少高その他 4. ※5 連結剰余金減少高その他
(1) 連結子会社減少に伴う減少高 208( 1 )  メキシコの連結子会社の貨幣価値

      変 動 会 計 に 基 づ く 再 評 価 積 立 金
13,432

  (2) 持分法会社減少に伴う減少高他 10,286
(2) 連結子会社増減に伴う減少高 82,903 計 10,494
(3) 持分法会社増減に伴う減少高 8,416
(4) その他 2,911

計 107,662



－４０－

　（連結キャッシュ･フロー計算書関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　        　　　　     （単位:百万円）

前連結会計年度 ( 自 平成 11 年 4 月　1 日
至 平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自 平成 12 年 4 月　1 日

至 平成 13 年 3 月 31 日 )
1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係
1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(平成 12 年 3 月 31 日現在)

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(平成 13 年 3 月 31 日現在)

現金及び預金勘定 483,473   現金及び預金勘定 288,970
預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金 △  19,806   預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金 △ 1,853
有価証券勘定の内､現金同等物に含まれるもの (*) 27,041   有価証券勘定の内､現金同等物に含まれるもの (*) 1,419
現金及び現金同等物 490,708   現金及び現金同等物 288,536

*コマーシャル・ペーパー、売り戻し条件付き現先、公社債   投資

信託等

  *公社債投資信託等

2. 株式の売却により連結範囲から除外となった会社の資産及び
負債の主な内訳

2. 株式の売却により連結範囲から除外となった会社の資産
及び負債の主な内訳

  株式の売却により仙台日産モーター㈱・愛媛日産モータ
ー㈱・欧州販売金融子会社         5 社(ドイツ、イギリス、スペイン、
イタリア及びオランダﾞ)を連結範囲から除外したことに伴う資
産及び負債の内訳並びに各社の株式の売却価額と各社株
式の売却による収入（純額）との関係は次のとおりである。

    株式の売却により㈱日産サティオ山形他13 社を連結
範囲から除外したことに伴う資産及び負債の内訳並び
に各社の株式の売却価額と各社の株式の売却による収
入（純額）との関係は次のとおりである。

流動資産 278,797   流動資産 41,441

固定資産 49,181   固定資産 40,385

関係会社投資有価証券売却益  9,459   関係会社投資有価証券売却益 4,254

流動負債 △ 195,676   流動負債 △ 46,563

固定負債 △ 99,799    固定負債 △ 12,596

株式の譲渡価額 41,962 少数株主持分 △ 3,360

現金及び現金同等物 △ 1,183   株式の譲渡価額 23,561

譲渡による収入 40,779   現金及び現金同等物 △ 13,230

  譲渡による収入 10,331

3. 事業譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳

  事業の譲渡により減少した資産及び負債の内訳並び
に譲渡価額と譲渡による収入(純額)との関係は次のと
おりである。

流動資産 26,325

固定資産 33,700

有形固定資産売却益 6,856

流動負債 △ 12,346

固定負債 △ 3,625

事業構造改革引当金 △ 10,522

譲渡価額 40,388
現金及び現金同等物 △  9

譲渡による収入  40,379

3. 重要な非資金取引の内容

  当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取
引に係る資産及び債務の額は、それぞれ 4,613 百万円で
ある。



－４１－

　(リース取引関係)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（単位：百万円）

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
(借手側) (借手側)
1.　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外の   ファイナンス・リース取引
1.　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外の   ファイナンス・リース取引
　(1)　リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
　(1)　リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

機 械 装 置
及 び 運 搬 具 75,338 39,200 36,138 機 械 装 置

及 び 運 搬 具 49,533 15,191 34,342

そ の 他 175,213 82,722 92,491 そ の 他 150,443 79,713 70,730

合　　計 250,551 121,922 128,629 合　　計 199,976 94,904 105,072

　(2)　未経過リース料期末残高相当額 　(2)　未経過リース料期末残高相当額
1　年　内 49,431 1　年　内 40,835
1　年　超 81,709 1　年　超 65,283
　　合　計 131,140 　　合　計 106,118

　(3)　支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額 　(3)　支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額
支 払 リ ー ス 料 57,882 支 払 リ ー ス 料 52,053
減価償却費相当額 53,532 減価償却費相当額 49,136
支 払 利 息 相 当 額 3,756 支 払 利 息 相 当 額 3,160

　(4)　減価償却費相当額の算定方法 　(4)　減価償却費相当額の算定方法
　　　　  リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定

額法によっている｡
　　　　  同  左

　(5)　利息相当額の算定方法 　(5)　利息相当額の算定方法
　　　　  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利   息相当額とし､各期への配分方法については､利
息法に   よっている｡

　　　　  同  左

2.　オペレーティング･リース取引 2.　オペレーティング･リース取引
　　　未経過リース料 　　　未経過リース料

1　年　内 4,538 1　年　内 5,451
1　年　超 19,174 1　年　超 18,168
　　合　計 23,712 　　合　計 23,619



－４２－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　  　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
(貸手側) (貸手側)
1.　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外の   ファイナンス・リース取引
1.　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外の   ファイナンス・リース取引
　(1)　リース物件の取得価額､減価償却累計額及び期末残高 　(1)　リース物件の取得価額､減価償却累計額及び期末残高

取 得 価 額 減 価 償 却
累 計 額 期 末 残 高 取 得 価 額 減 価 償 却

累 計 額 期 末 残 高

機 械 装 置
及 び 運 搬 具 101,063 48,822 52,241 機 械 装 置

及 び 運 搬 具 103,398 49,204 54,194

そ の 他 4,617 2,687 1,930 そ の 他 5,073 2,958 2,115

合　　計 105,680 51,509 54,171 合　　計 108,471 52,162 56,309

　(2)　未経過リース料期末残高相当額 　(2)　未経過リース料期末残高相当額
1　年　内 21,805 1　年　内 22,138
1　年　超 35,599 1　年　超 38,777
　　合　計 57,404 　　合　計 60,915

　(3)　受取リース料､減価償却費及び受取利息相当額 　(3)　受取リース料､減価償却費及び受取利息相当額
受 取 リー ス 料 38,332 受 取 リ ー ス 料 37,591
減 価 償 却 費 22,397 減 価 償 却 費 23,751
受取利息相当額 1,962 受 取 利 息 相 当 額 2,125

　(4)　利息相当額の算定方法 　(4)　利息相当額の算定方法
　　　　  リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物

件の購   入価額を控除した額を利息相当額とし､各期へ
の配分方    法については､利息法によっている｡

　　　　  同  左

2.　オペレーティング・リース取引 2.　オペレーティング・リース取引
　　　未経過リース料 　　　未経過リース料

1　年　内 119,748 1　年　内 117,014
1　年　超 104,124 1　年　超 102,931
　　合　計 223,872 　　合　計 219,945



－４３－

（有価証券関係）       　　　　　　                                                             （単位：百万円）

Ⅰ.前連結会計年度 (平成 12 年 3 月 31 日現在)

有 価 証 券 の 時 価 等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

種      類 連結貸借対照表計上額 時　　　　価 評　価　損　益

(1)流動資産に属するもの

株　　　　式 ２０７，０７７ ２８３，９２５ ７６，８４８

債　　　　券 ７６１ ８６０ ９９

そ　の　他 ９２０ ９４３ ２３

小　　計 ２０８，７５８ ２８５，７２８ ７６，９７０

(2)固定資産に属するもの

株　　　　式 １４１，０４１ ９２，３６６ △ ４８，６７５

債　　　　券 ６３１ ６３６ ５

そ　の　他 １３２ １３２ 　　　　　　　０

　　　小　　計 １４１，８０４ ９３，１３４ △ ４８，６７０

　　　合　　計 ３５０，５６２ ３７８，８６２ ２８，３００

　　　　（注）

1.　時価等の算定方法

　(1) 上場有価証券

　　　  主に、東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等

　(2) 店頭売買有価証券

　　　  日本証券業協会が公表する売買価格等

　(3) 気配等を有する有価証券（(1)(2)に該当する有価証券を除く）

　　　  日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等

　(4) 非上場の証券投資信託の受益証券

　　　  基準価格

2.　開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

 (1) 流動資産に属するもの
 残存償還期間が1 年以内の非上場内国債券
 残存償還期間が1 年以内の非上場外国債券
 コマーシャル・ペーパー
 相場変動の影響を受けない有価証券
 マネー・マネージメント・ファンド等

 (2) 固定資産に属するもの
 非上場内国株式（店頭売買株式を除く）
 非上場外国株式
 非上場内国債券
 その他

５２４
２３,６２５

２,５１９
２１,２３０

３,５９６

３２,９２５
２８,９８９
１５,０００

９６



－４４－

                                                                                         （単位：百万円）

Ⅱ．当連結会計年度

有  価  証  券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの  （平成 13 年 3 月 31 日現在）

連結貸借対照表計上額 時　　　　価 差     額

（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）
    国債・地方債等 ６２ ６４ ２
    社      債 ３６１ ３６６ ５
    そ  の  他 ９７ ９７ ０

小  　計 ５２０ ５２７ ７

（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）
    社      債 １,８０３ １,７６１ △ ４２

小  　計 １,８０３ １,７６１ △ ４２

　　　合　　 計 ２,３２３ ２,２８８ △ ３５

２．その他有価証券で時価のあるもの （平成 13 年 3 月 31 日現在）

取  得  原  価 連結貸借対照表計上額 差     額

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

株  式 １７,５３６ ３３,４３８ １５,９０２
債  券
    国債・地方債等 ２４ ２５ １

    社      債 ８ １０ ２

小　　計 １７,５６８ ３３,４７３ １５,９０５

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

株  式 ９１,４４１ ７８,４４６ △ １２,９９５
債  券
    社　　　　債 ３,０４６ ２,９７７ △ ６９

　　　小　　計 ９４,４８７ ８１,４２３ △ １３,０６４

　　　合　　計 １１２,０５５ １１４,８９６ ２,８４１

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （自 平成12年4月1日  至 平成13年3月31日）

売  却  額 売却益の合計

１４５,６２１ ４３,８８８

４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （平成 13 年 3 月 31 日現在）

 (1) 満期保有目的の債券

      非上場内国債券          ５,０００

 (2) その他有価証券

      非上場内国株式（店頭売買株式を除く）
      非上場外国株式
      非上場外国債券

９,４２７
３,８９７

４４,３１５

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （平成13年3月31日現在）

１年以内 １年超 ５年以内 ５年超 1０年以内
債  券
    国債・地方債等 ９０ ８７ ０
    社      債 ７００ ７,７７１ １,０１０
    そ  の  他 ９７ ６５ ０

　　　合　　計 ８８７ ７,９２３ １,０１０



－４５－

（デリバティブ取引関係）

１． 取引の状況に関する事項

１）  前連結会計年度 (自平成 11 年 4 月 1 日　至平成 12 年 3 月 31 日)
 

(1) 取引に対する取組方針

 デリバティブ取引は外貨建債権債務の為替変動のリスク回避及び有利子負債の金利変動のリスク回避を目的とし

 て行なっており、基本的に投機目的やトレーディング目的の取引は行なっていない｡

(2) 取引の内容及び利用目的

① 為替予約取引

  製品等の輸出入による外貨建債権債務の為替変動のリスク回避を目的としている。

② 通貨オプション取引

  為替予約取引と同様、外貨建債権債務の為替変動のリスク回避を目的としている。

③ 金利スワップ取引

  主に有利子負債の金利変動のリスク回避を目的としている。

④ 通貨スワップ取引

  外貨建債権債務の為替変動及び金利変動のリスク回避を目的としている。

⑤金利オプション取引

    主に有利子負債の金利変動のリスク回避を目的としている。

(3) 取引に係るリスクの内容

① 市場リスク

  デリバティブ取引は連結貸借対照表上の資産・負債の有するリスク回避を目的としているが、通貨取引には為替

変動のリスク、金利取引には金利変動のリスクが存在する。

② 信用リスク

取引の相手方が債務不履行に陥ることにより、将来得られるはずである効果を享受できなくなるリスクが存在する

が、信用度の高い金融機関を取引相手としてデリバティブ取引を行なっており、信用リスクはほとんどないと判断して

いる。

(4) デリバティブ取引に係るリスク管理体制

提出会社のデリバティブ取引は社内の業務規定に基づいて行なわれている。当該規定では、デリバティブ取引

の基本的取組み方、管理方針、管理項目、実行手順、取引相手方の選定基準及び報告体制などが定められ てい

る。

また、デリバティブ取引の取得方針は、毎月担当役員以下担当スタッフを含めた定例会議で決定され、これを受

けて社内規定に基づき取引が行なわれる。デリバティブ取引は、財務部内の専門部署で取引され、その取引契約、

残高照合等は会計及びリスク管理の専門部署で行なわれている。

  デリバティブ取引の状況は、日報を担当役員へ、半期報告・年度報告を取締役会へ報告している。

(5) 定量的な情報に関する補足説明

① デリバティブ取引における時価又は評価損益は、期末日時点の市場から妥当と判断できるデリバティブの評価額で

あって、将来受け払いする実際の金額や損益を表すものではない。

②  スワップ取引における契約額である想定元本は、デリバティブのリスクそのものを示すものではない。

  



－４６－

２）  当連結会計年度 (自平成 12 年 4 月 1 日　至平成 13 年 3 月 31 日)

 

(1) 取引に対する取組方針

   デリバティブ取引は外貨建債権債務の為替変動のリスク回避及び有利子負債の金利変動のリスク回避を目的とし

て行なっており、基本的に投機目的やトレーディング目的の取引は行なっていない｡

(2) 取引の内容及び利用目的

① 為替予約取引

  製品等の輸出入による外貨建債権債務の為替変動のリスク回避を目的としている。

② 通貨オプション取引

  為替予約取引と同様、外貨建債権債務の為替変動のリスク回避を目的としている。

③ 金利スワップ取引

  主に有利子負債の金利変動のリスク回避を目的としている。

④通貨スワップ取引

  外貨建債権債務の為替変動及び金利変動のリスク回避を目的としている。

⑤金利オプション取引

    主に有利子負債の金利変動のリスク回避を目的としている。

⑥株式オプション取引

  主に市場価格変動のリスク回避を目的としている。

(3) 取引に係るリスクの内容

① 市場リスク

  デリバティブ取引は連結貸借対照表上の資産・負債の有するリスク回避を目的としているが、通貨取引には為替

変動のリスク、金利取引には金利変動のリスクが存在する。

② 信用リスク

  取引の相手方が債務不履行に陥ることにより、将来得られるはずである効果を享受できなくなるリスクが存在する

が、信用度の高い金融機関を取引相手としてデリバティブ取引を行なっており、信用リスクはほとんどないと判断して

いる。

(4) デリバティブ取引に係るリスク管理体制

提出会社のデリバティブ取引は社内の業務規定に基づいて行なわれている。当該規定では、デリバティブ取引の

基本的取組み方、管理方針、管理項目、実行手順、取引相手方の選定基準及び報告体制などが定められ ている。

また、デリバティブ取引の取得方針は、毎月担当役員以下担当スタッフを含めた定例会議で決定され、これを受

けて社内規定に基づき取引が行なわれる。デリバティブ取引は、財務部内の専門部署で取引され、その取引契約、

残高照合等は会計及びリスク管理の専門部署で行なわれている。

  デリバティブ取引の状況は、日報を担当役員へ、半期報告・年度報告を取締役会へ報告している。

(5) 定量的な情報に関する補足説明

① デリバティブ取引における時価又は評価損益は、期 末日時点の市場から妥当と判断できるデリバティブの評価額で

あって、将来受け払いする実際の金額や損益を表すものではない。

② スワップ取引における契約額である想定元本は、デリバティブのリスクそのものを示すものではない。



－４７－

                                                                                           （単位：百万円）

 ２．取引の時価等に関する事項

１） 前連結会計年度 (自平成 11 年 4 月 1 日　至平成 12 年 3 月 31 日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益
  (1)　通貨関連

前連結会計年度 （平成 12 年 3 月 31 日現在）
契 約 額 等

区
　
分

種　　　類

うち、一年超
時 価 評 価 損 益

為替予約取引
   売　建

EURO
£ｓｔｇ．

US$
その他

　　買　建
US$

59,442
12,079
10,399
1,903

71,795

－
－
－
－

－

54,622
12,331
10,349
1,902

73,109

4,820
△ 252

50
1

1,314

オプション取引
　　売建 コール

US$
(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)

EURO
(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)

　　買建 プット
US$

(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)
EURO

(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)

13,056
（△   87）

8,600
（△   60）

12,550
（     87）

8,000
（     60）

－
（     －）

－
（     －）

－
（     －）

－
（     －）

△ 43

△ 27

102

88

44

33

15

28

市
場
取
引
以
外
の
取
引

スワップ取引
US$

その他
340,610
21,010

192,416
14,153

36,975
2,927

36,975
2,927

 合　　　　計 － － － 45,955
(注)
1.　 時価の算定方法
　　　(1)　為替予約取引の時価は先物相場を使用している｡

(2)　オプション取引及びスワップ取引の時価は金融機関から提示された価格によっている。
２．　外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定して

いる外   貨建金銭債権債務等で、連結貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについて
は、注   記の対象から除 いている。

３．　「外貨建取引等会計処理基準」に基づき、外貨建金銭債権債務に振り当てられている通貨スワップ取
引につ   いては、注記の対象から除いている。

   （2）　金利関連

前連結会計年度　（平成 12 年 3 月 31 日現在）

契 約 額 等
区
　
分 種　　　類

うち、一年超
時 価 評 価 損 益

スワップ取引
受取変動/支払固定
受取固定/支払変動
受取変動/支払変動
受取固定/支払固定

444,109
244,328
20,670
8,000

351,382
197,671
18,719
8,000

△　4,435
8,882

1
△　13

△　4,435
8,882

1
△　13

オプション取引

市
場
取
引
以
外
の
取
引

売建ｷｬｯﾌﾟ
(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)
売建ﾌﾛｱｰ
(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)
買建ｷｬｯﾌﾟ
(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)

カラー
(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)

49,938
（△    1）

3,000
（△    8）

125,982
（    829）

1,000
（     －）

46,938
（     －）

－
（     －）

122,982
（    828）

－
（     －）

△ 351

△ 15

1,090

5

△ 350

△ 7

261

5
合　　　　　計 － － － 4,344

(注)
 時価の算定方法
  金融機関から提示された価格によっている。



－４８－

（単位：百万円）

２） 当連結会計年度 (自平成 12 年 4 月 1 日　至平成 13 年 3 月 31 日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

   (1)　通貨関連

当連結会計年度 （平成 13 年 3 月 31 日現在）
契 約 額 等

区
　
分

種　　　類

うち、一年超
時 価 評 価 損 益

市
場
取
引

 オプション取引
売建コール

YEN
（オプション料）

367
（△   12）

－
（     －） △ 38 △ 26

為替予約取引
   売　建

£ｓｔｇ．
US$

その他
　　買　建

£ｓｔｇ．
US$

その他

16,044
9,418
1,576

31,639
23,640
11,801

－
－
－

－
－
－

15,813
10,036
1,557

30,669
23,602
11,279

231
△ 618

19

△ 970
△ 38

△ 522

市
場
取
引
以
外
の
取
引 スワップ取引

US$
EURO
その他

236,755
99,877
19,128

146,602
834

7,385

△ 15,857
813

1,667

△ 15,857
813

1,667

 合　　　　計 － － － △ 15,301
(注)
1.　 時価の算定方法
　　　(1)　為替予約取引の時価は先物相場を使用している｡

(2)　オプション取引及びスワップ取引の時価は金融機関から提示された価格によっている。
２．　外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定して

いる外   貨建金銭債権債務等で、連結貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについて
は、注   記の対象から除 いている。

３．　 「外貨建取引等会計処理基準」に基づき、外貨建金銭債権債務に振り当てられている通貨スワップ取
引につ   いては、注記の対象から除いている。

４．　 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いている。

     

   （2）　金利関連

当連結会計年度　（平成 13 年 3 月 31 日現在）

契 約 額 等
区
　
分 種　　　類

うち、一年超
時 価 評 価 損 益

スワップ取引
受取変動/支払固定
受取固定/支払変動
受取変動/支払変動

256,495
200,769

6,727

198,819
147,161

2,500

△ 4,424
9,502

0

△ 4,424
9,502

0
オプション取引

市
場
取
引
以
外
の
取
引

売建ｷｬｯﾌﾟ
(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)
買建ｷｬｯﾌﾟ
(ｵﾌﾟｼｮﾝ料)

224,969
（     －）

224,969
（    123）

224,969
（     －）

224,969
（    123）

△ 538

538

△ 538

415

合　　　　　計 － － － 4,955

(注)
１.  時価の算定方法

金融機関から提示された価格によっている｡
２. 　金利スワップのうち、「金融商品会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第１４号平成１２年１月３１日）に基づき、特例処理の対象となるデリバティブ取引については、
注記の   対象から除いている。

３.  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記の対象から除いている。



－４９－

                                                                                          （単位：百万円）

   (3)　株式関連

当連結会計年度 （平成 13 年 3 月 31 日現在）
契 約 額 等

区
　
分

種　　　類

うち、一年超
時 価 評 価 損 益

市
場
取
引
以
外
の
取

 オプション取引

   売建コール

   買建プット

42,510

25,100

－

－

△ 1,799

1,356

△ 1,799

1,356

 合　　　　計 － － － △ 443
(注)

時価の算定方法
金融機関から提示された価格によっている。



－５０－

（退職給付関係）                                                                            （単位：百万円）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。また、従業員の退職等に際して、臨時の割増退職金を支払う場合がある。

なお、一部の海外子会社では確定給付型の制度を設けている。（海外連結子会社は、主に確定拠出型である。）

２．退職給付債務に関する事項 （平成 13 年 3 月 31 日現在） 　　　　　　　　　　　　　　　
イ.退職給付債務 △ １,４６２,１４２

ロ.年金資産 　　　７１７,３５９

ハ.未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ ７４４,７８３

ニ.会計基準変更時差異の未処理額 ３５０,１２１

ホ.未認識数理計算上の差異 ６６,４３１

へ.未認識過去勤務債務（債務の減額） （注）２ △ ７２,３８１

ト.連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ ４００,６１２

チ.前払年金費用 １０１

リ.退職給付引当金（ト－チ） △ ４００,７１３

　　　　（注）１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。
　　　　　　　２ 平成 12 年 3 月の厚生年金保険法の改正に伴い、当連結会計年度において、当社及び一部の連結子会社が厚生年金基

金の代   行部分に係る支給開始年齢の引き上げについての規約改正を行なったこと、また、退職一時金及び適格年金の制
度改定   を行なったことにより、過去勤務債務（債務の減額）が発生している。

　　　　　　　３ 一部の子会社は、退職給付債務の算定に当たり簡便法を採用している。
　　　　　　　４　上記以外に、連結貸借対照表上「事業構造改革引当金」及び「その他の流動負債」に翌期以降発生が見込まれる割増退

職金を   計上している。

　　３．退職給付費用に関する事項　（自平成12年4月1日　至平成13年3月31日）
　　　

イ.勤務費用　（注）２ ５７,８８１

ロ.利息費用 ４５,３９０

ハ.期待運用収益 △ ３１,０９２

ニ.会計基準変更時差異の費用処理額 ２５,２３２

ホ.数理計算上の差異の処理額 △ ２３９

へ.過去勤務債務の処理額　（注）３ △ １０,８４８

ト.その他 ４８０

チ.退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） ８６,８０４

　　　　（注）１ 上記退職給付費用以外に割増退職金 636 百万円支払っており、特別損失として計上している。
　　　　　　　２ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。
　　　　　　　３ 「２．退職給付債務に関する事項」（注）２に記載の過去勤務債務に係る当期の処理額である。
　　　　　　　４ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上している。
　　　　　　　５ 総合型の厚生年金基金に係る年金資産を掛け金拠出割合で計算した額は 71,064 百万円である。

　４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ. 退職給付見込み額の期間配分方法 期間定額基準

ロ. 割引率 国内会社
  3.0％

海外会社
  4.9％　～　7.5％

ハ. 期待運用収益率 国内会社
  主として 4.0％

海外会社
  7.5％　～　9.0％

ニ. 過去勤務債務の額の処理年数   主として 9 年～15 年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による定額法による。)

ホ. 数理計算上の差異の処理年数   主として 9 年～18 年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から費用
処理す   ることとしている。)
  一部の在外連結子会社は数理計算上の差異について回廊ア
プローチを適用している。

へ. 会計基準変更時差異の処理年数 主として 15 年
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(税効果会計関係) （単位：百万円）

1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成12 年3月31 日現在) (平成13 年3月31 日現在)

繰延税金資産

　　税務上の繰越欠損金 331,862 229,993

   退職給付引当金 － 140,747

　　退職給与引当金及び長期未払年金費用 129,491 －

　　事業構造改革引当金 75,398 35,541

　　その他 301,433 230,721

　　繰延税金資産小計 838,184 637,002

　　評価性引当額 △ 522,834 △ 280,347

　　繰延税金資産合計 315,350 356,655

繰延税金負債

　　租税特別措置法上の諸積立金等 △ 208,849 △ 50,875

　　投資差額（土地の評価差額） △ 85,785 △ 82,269

　　その他有価証券評価差額金 － △ 4,455

   その他 △ 53,237 △ 116,671

　　繰延税金負債合計 △ 347,871 △ 254,270

繰延税金資産の純額 － 102,385

繰延税金負債の純額 △ 32,521 －

(注) 前連結会計年度における繰延税金負債の純額及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借
　　対照表の以下の項目に含まれている。

前連結会計年度
(平成 12 年 3 月 31 日現在)

当連結会計年度
(平成 13 年 3 月 31 日現在)

流動資産－繰延税金資産 106,286 140,386

固定資産－繰延税金資産 27,792 132,154

流動負債－繰延税金負債 － 387

流動負債－その他の流動負債 254 －

固定負債－繰延税金負債 166,345 169,768

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの､当該差異の原因となった
　　主要な項目別の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　（単位：％）

前連結会計年度 当連結会計年度
(平成 12 年 3 月 31 日現

在)
(平成 13 年 3 月 31 日現

在)

提出会社の法定実効税率 41.9 41.9

　　(調　整)

　　　　・ 在外連結子会社の税率差 △0.5 △2.9

　　　　・ 評価性引当額の見直しによる繰延税金資産の計上 － △60.9

　　　　・ 評価性引当額の計上による期末繰延税金資産の減額修正 △40.5 －

　　　　・ その他 △2.3 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.4 △21.6
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　(セグメント情報) (単位：百万円)

　1.　事業の種類別セグメント情報
　　　前連結会計年度(自　平成 11 年 4 月 1 日　至　平成12 年 3 月 31 日)
　　　事業の種類別セグメント情報は､次の理由により記載を省略した｡

①　 自動車部門の売上高が､全セグメントの売上高合計の90%超であること｡
②　 自動車部門の営業利益(損失)が､営業利益(損失)の生じているセグメントの営業利益(損失)の合計額の

90%超    であること｡
③　 自動車部門の資産が､全セグメントの資産合計の90%超であること｡

　　　当連結会計年度(自　平成 12 年 4 月 1 日　至　平成13 年 3 月 31 日)
　　　事業の種類別セグメント情報は､次の理由により記載を省略した｡

①　 自動車部門の売上高が､全セグメントの売上高合計の90%超であること｡
②　 自動車部門の営業利益(損失)が､営業利益(損失)の生じているセグメントの営業利益(損失)の合計額の

90%超    であること｡
③　 自動車部門の資産が､全セグメントの資産合計の90%超であること｡

　2.　所在地別セグメント情報
　　　前連結会計年度(自　平成 11 年 4 月 1 日　至　平成12 年 3 月 31 日)

日　本 北　米 欧　州 そ の 他
在 外

計 消去又は
全 社

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
　売 上 高
1. 外部顧客に対する売上高 2,626,866 2,217,775 876,931 255,503 5,977,075 ― 5,977,075
2. セグメント間の内部売上高 1,328,623 22,499 13,216 2,766 1,367,104 △1,367,104 0

計 3,955,489 2,240,274 890,147 258,269 7,344,179 △1,367,104 5,977,075

営　業　費　用 3,936,059 2,152,934 928,259 261,355 7,278,607 △1,384,097 5,894,510
営　業　利　益 19,430 87,340 △38,112 △3,086 65,572 16,993 82,565

Ⅱ資　　　産 5,288,346 1,674,905 405,638 70,420 7,439,309 △898,125 6,541,184

(注) 1. 国または地域の区分は､地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味している｡
2. 本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) 北　米…
(2) 欧　州…
(3) その他…

米国、カナダ、メキシコ
オランダ、スペイン、イギリス他欧州諸国
アジア、大洋州、中近東

3. 資産のうち､消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は 365,526 百万円であり､すべて為替換算調整勘
 定である｡

4. 会計処理方法の変更
(1) 地域セグメントの変更

 国または地域の区分については、従来、地理的近接度による方法によっていたが、提出会社グループがメ
キシコを    含めた北米全域を一体の市場として域内の事業運営を行なう組織に移行したことから、所在地別セ
グメント情     報を販売市場との整合性に基づきより明確に表示し、セグメント情報の有用性を高めるため、当連
結会計年    度より、地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味して行なう方法に変更し、「メキシ
コ」を「北      米」に含めて表示することとした。
 この変更により、従来の方法に比べて、北米の「売上高」、「営業利益」及び「資産」はそれぞれ 176,433 百

万円、   9,764 百万円、250,020 百万円増加し、消去又は全社の「売 上 高     」、「営 業 利 益       」及び「資産   」はそれぞれ
100,078 百万円、537 百万円、6,717 百万円減少した。

(2) 製品保証引当金の会計処理方法の変更
(3) 適格退職年金及び厚生年金基金の積立不足額等に対する会計処理方法の変更

(2)、(3)についてはそれぞれ、「会計処理方法の変更（42 頁）の ３．セグメント情報に与える影響」に記載のとお
り。□□    

　　　当連結会計年度(自　平成 12 年 4 月 1 日　至　平成13 年 3 月 31 日)

日　本 北　米 欧　州 そ の 他
在 外

計 消 去 連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
　売 上 高
1. 外部顧客に対する売上高 2,536,750 2,469,918 822,756 260,196 6,089,620 ― 6,089,620
2. セグメント間の内部売上高 1,381,037 12,134 17,606 2,410 1,413,187 △1,413,187 0

計 3,917,787 2,482,052 840,362 262,606 7,502,807 △1,413,187 6,089,620

営　業　費　用 3,743,458 2,331,590 867,648 258,617 7,201,313 △1,402,007 5,799,306
営　業　利　益 174,329 150,462 △27,286 3,989 301,494 △11,180 290,314

Ⅱ資　　　産 4,984,516 2,416,774 425,172 76,373 7,902,835 △1,451,592 6,451,243
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(単位：百万円)

(注) 1. 国または地域の区分は､地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味している｡
2. 本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) 北　米…
(2) 欧　州…
(3) その他…

米国、カナダ、メキシコ
オランダ、スペイン、イギリス他欧州諸国
アジア、大洋州、中近東、メキシコを除く中南米、南アフリカ

（重要性が増したため、当連結会計年度より「メキシコを除く中南米」及び「南アフリカ」を明示
した。   ）

3. 会計処理方法の変更
「会計処理方法の変更(42 頁)」に記載のとおり、提出会社は、従来、有形固定資産の減価償却方法は、法

人税法に    規定する減価償却と同一の基準による定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建
物付属設    備を除く）については定額法） を採用していたが、当連結会計年度より定額法に変更し、あわせて耐
用年数に    ついては見積耐用年数、残存価額については実質的残存価額（備忘価額 1 円）にそれぞれ変更し
た。□□    

この変更により、従来の方法に比べて日本の営業利益は 28,672 百万円増加している。

　3.　海外売上高
　　　 前連結会計年度 (自平成 11 年 4 月 1 日　至平成 12 年 3 月 31 日)

北　　　米 欧　　　州 その他在外 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 2,179,489 885,956 478,812 3,544,257

Ⅱ 連 結 売 上 高 5,977,075

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る
海 外 売 上 高 の 割 合

36.5
%

14.8
%

8.0
%

59.3
%

(注) 1. 海外売上高は､当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である｡
2. 国または地域の区分は､地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味している｡
3. 本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) 北　米…
(2) 欧　州…
(3) その他…

米国、カナダ、メキシコ
ドイツ、イギリス、スペイン他欧州諸国
アジア、大洋州、中近東、メキシコを除く中南米

4．海外セグメントの変更
国または地域の区分については、従来、地理的近接度による方法によっていたが、提出会社グループが

メキシコを     含めた北米全域を一体の市場として域内の事業運営を行なう組織に移行したことから、海外売上
高の情報を     販売市場との整合性に基づきより明確に表示し、セグメント情報の有用性を高めるため、当連結
会計年度よ     り、地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味して行なう方法に変更し、「メキシコ」
を「北米」に      含めるとともに、「メキシコを除く中南米」については「その他在外」に含めて表示することとした。

この変更により、従来の方法に比べて、北米の「売上高」及び「連結売上高に占める割合」が 167,289 百万
円 、2.8%      増加し、その他在外の「売上高」及び「連結売上高に占める割合」が 56,208 百万円、0.9%増加して
いる。□□      

　　　当連結会計年度(自　平成 12 年 4 月 1 日　至　平成13 年 3 月 31 日)

北　　　米 欧　　　州 その他在外 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 2,429,722 794,251 554,221 3,778,194

Ⅱ 連 結 売 上 高 6,089,620

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る
海 外 売 上 高 の 割 合

39.9
%

13.0
%

9.1
%

62.0
%

(注) 1. 海外売上高は､当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である｡
2. 国または地域の区分は､地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味している｡
3. 本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1) 北　米…
(2) 欧　州…
(3) その他…

米国、カナダ、メキシコ
ドイツ、イギリス、スペイン他欧州諸国
アジア、大洋州、中近東、メキシコを除く中南米、南アフリカ

（重要性が増したため、当連結会計年度より「南アフリカ」を明示した。）
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　(関連当事者との取引)

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
記載すべき重要な取引はない。 同   左

(1 株当たり情報)

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
1 株当たり純資産額 236 円 71 銭 1 株当たり純資産額 241 円 07 銭

1 株当たり当期純損失 179 円 98 銭 1 株当たり当期純利益 83 円 53 銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は､当期純損
益が損失のため記載していない｡

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

79
円

45
銭

(重要な後発事象)

前連結会計年度 ( 自　平成 11 年 4 月　1 日
至　平成 12 年 3 月 31 日 ) 当連結会計年度 ( 自　平成 12 年 4 月　1 日

至　平成 13 年 3 月 31 日 )
提出会社は､平成 12 年 4 月 10 日開催の取締役会にお

いて、   宇宙航空事業部の営業譲渡に関し、石川島播磨重
工業株式会社と営業譲渡契約書を締結することを決議し、
4月14日     に締結した。今回の契約は、今後さらに高い技術
開発力が要求される宇宙航空事業分野において、両社の
持つ技術開発力を組み合わせることで、より一層の競争力
強化を世界レベルで達成することを目指すものである。

〔営業譲渡契約の主な内容〕
１． 譲渡先  株式会社アイ・エイチ・アイ・エアロスペ－ス
         （石川島播磨重工業株式会社の子会社）

２． 譲渡日  平成 12 年 7 月 1 日

３． 譲渡する財産
 平成 12 年 6 月 30 日現在 宇宙航空事業部が有する
 全資産及び負債並びに第三者と交している契約

４． 譲渡価額
 306 億円に加えて、譲渡先が平成 13 年 3 月期におい
 て「売上高営業利益率」 2％以上を達成した場合、追

加で 30 億円の最大 336 億円

 提出会社は、平成 13 年 6 月 15 日に次のとおり第 37 回
無担保社債（個人向け）を発行した。

 ＜第 37 回無担保社債＞

１． 発行総額     70,000 百万円

２． 発行価格     額面 100 円につき100 円

３． 利    率     年 0.95％

４． 償還期限     平成 17 年 6 月 15 日

５． 資金の使途   社債償還資金等
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　　④　連結附属明細表

　　　ａ.　社債明細表
(単位:百万円)

会社名 銘　　　　柄 発 行
年 月 日

前期末残高 当期末残高 利　　率
(％)

担　　保 償還期限 摘要

＊１
ユ ー ロ 円 建
２ ０ ０ ０ 年 満 期
７. １２５％ 普 通 社 債

平 成 ３ 年
９月 １３日 ３０,０００ ０ ７.１２５ なし 平 成 １２年

１２月 １３日

＊１ 第１６回無担保社債
平 成 ７ 年
９月 １３日 ２０,０００ ０ ２.５５ 〃 平 成 １２年

９月 １３日

＊１ 第１７回無担保社債
平 成 ７ 年
９月 １３日 ２０,０００

(２０,０００)
２０,０００

２.８０ 〃 平 成 １３年
９月 １３日

(注)2

＊１ 第１８回無担保社債
平 成 ７ 年
９月 １３日 ２０,０００ ２０,０００ ３.００ 〃 平 成 １４年

９月 １３日

＊１ 第１９回無担保社債
平 成 ８ 年
２月 ２３日 ３０,０００ ３０,０００ ３.３５ 〃 平 成 １８年

２月 ２３日

＊１ 第２０回無担保社債
平 成 ８ 年
５月 １０日 ２０,０００

(２０,０００)
２０,０００

２.７５ 〃 平 成 １３年
５月 １０日

(注)2

＊１ 第２１回無担保社債
平 成 ８ 年
８ 月 １ 日 ２０,０００

(２０,０００)
２０,０００

２.８０ 〃 平 成 １３年
８ 月 １ 日

(注)2

＊１ 第２２回無担保社債
平 成 ８ 年
８ 月 １ 日 ２０,０００ ２０,０００ ３.５５ 〃 平 成 １８年

８ 月 １ 日

＊１ 第２３回無担保社債
平 成 ８ 年
８ 月 １ 日 ３０,０００ ３０,０００ ３.３０ 〃 平 成 １５年

８ 月 １ 日

＊１ 第２４回無担保社債
平 成 ９ 年
２月 ２０日 １５,０００ １５,０００ ２.８７５ 〃 平 成 １９年

２月 ２０日

＊１ 第２５回無担保社債
平 成 ９ 年
２月 ２０日 １５,０００

(１５,０００)
１５,０００

１.８７５ 〃 平 成 １４年
２月 ２０日

(注)2

＊１ 第２６回無担保社債
平 成 ９ 年
７月 ３０日 ２０,０００ ２０,０００ ２.５０ 〃 平 成 １６年

７月 ３０日

＊１ 第２７回無担保社債
平 成 ９ 年
７月 ３０日 ２０,０００ ２０,０００ ２.１０ 〃 平 成 １４年

７月 ３０日

＊１ 第２８回無担保社債
平 成 ９ 年
１０月 ２９日 ３０,０００ ３０,０００ ２.４０ 〃 平 成 １９年

１０月 ２９日

＊１ 第２９回無担保社債
平 成 ９ 年
１０月 ２９日 １５,０００ １５,０００ ２.０２５ 〃 平 成 １６年

１０月 ２９日

＊１ 第３０回無担保社債
平 成 １０年
１月 ２３日 ２５,０００ ０ １.７０ 〃 平 成 １３年

１月 ２３日

＊１ 第３１回無担保社債
平 成 １０年
１月 ２３日 ２０,０００ ２０,０００ ２.１５ 〃 平 成 １５年

１月 ２３日

＊１ 第３２回無担保社債
平 成 １０年
３月 １８日 ２０,０００ ２０,０００ ２.１７５ 〃 平 成 １５年

３月 １８日

＊１ 第３３回無担保社債
平 成 １０年
３月 １８日 ２０,０００ ２０,０００ ２.５７５ 〃 平 成 １７年

３月 １８日

＊１ 第３４回無担保社債
平 成 １０年
８月 ２０日 １００,０００

(１００,０００)
１００,０００

２.２３ 〃 平 成 １３年
８月 ２０日

(注)2

＊１ 第３５回無担保社債
平 成 １２年
２月 ２５日 ５０,０００ ５０,０００ ２.００ 〃 平 成 １６年

２月 ２５日

＊１ 第３６回無担保社債
平 成 １２年
８月 ２５日 － ５０,０００ １.８０ 〃 平 成 １６年

８月 ２５日

＊１
無 担 保 第 ５ 回
転 換 社 債

昭 和 ６２年
１２月８日 ２,５６７ ２,５６６ １.６０ 〃 平 成 １５年

３月 ３１日
(注)3

＊１
２ 0 0 4 年 満 期
ユ ー ロ 円 建
新 株 引 受 権 付 社 債

平 成 1 1 年
５月 ２８日 ２１５,９００ ２１５,９００

ユーロ円ＴＩＢＯＲ
＋0.28％ 〃 平 成 １６年

５月 ２８日
(注)4

＊１
第 １ 回 無 担 保
新 株 引 受 権 付 社 債

平 成 １１年
６月 ２５日 ５,８００ ５,８００

日本円ＴＩＢＯＲ
＋0.75％ 〃 平 成 １７年

６月 ２４日
(注)4



－５６－

(単位:百万円)

会社名 銘　　　　柄 発 行
年 月 日

前期末残高 当期末残高 利　　率
(％)

担　　保 償還期限 摘要

＊１
２ ０ ０ ６ 年 満 期
ユ ー ロ 円 建
新 株 引 受 権 付 社 債

平 成 １２年
3 月 ２７日 １５,０００ １５,０００ １.５０ なし 平 成 １８年

３月 ２７日
(注)4

＊１
２ ０ ０ ７ 年 満 期
ユ ー ロ 円 建
新 株 引 受 権 付 社 債

平 成 1 ３年
３ 月 ８ 日 － ４５,０００ ０.７５ 〃 平 成 １９年

３月 ８ 日
(注)4

＊２ 子 会 社 普 通 社 債 平成１０年 ２３,０００ ２１,９００ 2.0～2.9 〃
平成１４年

～１６年

＊３ 子 会 社 普 通 社 債
平成２年

～４年
１３,７６１

[129,638 千$]
０

[0 千$]
4.2～6.0 〃 平 成 １３年

３月 ２６日

＊３ 子 会 社 中 期 債
平成３年

～１１年
４７,７５８

[464,078千EURO]

(５,１８２)
(48,633千EURO）

２１,５７５
[202,488千EURO]

6.4～8.6 〃
平成１３年

～２１年
(注)２

＊３ 子 会 社 中 期 債
平成３年

～１１年
２４３,１１７

[2,290,315千$]

(６９,８００)
（563,354 千$）

１５２,７７７
[1,233,065 千$]

6.0～9.6 〃
平成１３年

～２０年
(注)２

小  計 － １,１２６,９０３
(２４９,９８２)

１，０１５,５１８
－ － (注)２

内部取引の消去 － △ １９,７０１ △ ６６,１００ － －

合  計 － １,１０７,２０２
(２４９,９８２)

９４９,４１８
－ － (注)２

(注) 1. ＊１提出会社、 ＊２ 国内子会社、 ＊３ 在外子会社
2. 当期末残高のうち、（ ）内は一年以内の償還予定額である。
3. 転換社債に関する記載は次のとおりである｡

銘　　　柄 転換請求期間 転換価格 発行株式 資本組入額

無担保第５回転換社債 昭和６３年１月　４日から
平成１５年３月２８日まで

※ ６８５円３０銭 普通株式 ３４２円６５銭／株

※ 転換価格は、第三者割当増資により、平成１１年５月２９日以降調整したものである。

4. 新株引受権付社債に関する記載は次のとおりである｡

銘　　　柄 新株引受権行使期間 株式の発行価格 株式の発行価額の総額 発行株式 付与割合
2004 年満期ﾕｰﾛ円建
新 株 引 受 権 付 社 債

平成１１年５月３１日から
平成１６年５月２１日まで

４００
円

２１５,９００
百万円

普通株式 １００
％

第 １ 回 無 担 保
新 株 引 受 権 付 社 債

平成１４年７月　１日から
平成１７年６月２０日まで

５５４ ５,８００ 普通株式 １００

2006 年満期ﾕｰﾛ円建
新 株 引 受 権 付 社 債

平成１５年３月２７日から
平成１８年３月２０日まで

４２９ １５,０００ 普通株式 １００

2007 年満期ﾕｰﾛ円建
新 株 引 受 権 付 社 債

平成１５年３月　８日から
平成１９年３月　１日まで

７６４ ４５,０００ 普通株式 １００

なお､新株引受権行使により発行した株式はない｡

5. 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりである｡ (単位:百万円)

１年以内 １ 年 超
２ 年 以 内

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内

２４９,９８２ １１０,８３８ ８７,２６６ ３４０,９１２ ６６,０１７



－５７－

　　　ｂ.　借入金等明細表
(単位:百万円)

区　　　　　分 前期末残高 当期末残高 平均利率(%) 返済期限 摘要

短期借入金 ６１４,１４１ ４６３,２８４ ４．８ ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ２７５,４７０ ４７５,９３５ ４．８ ―

長期借入金(１年以内返済予定のものを除く｡) ７４５,６７１ ７０３,１１１ ４．２ 平成１４年～２０年

その他の有利子負債

　　コマーシャル・ペーパー ２２０,０００ ２２９,４４７ ０．６ ―

　　輸入引受手形 ９,６８６ １０,８６８ ０．８

合　　　　　計 １,８６４,９６８ １,８８２,６４５ ― ― ―

(注) １．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載している。
２．長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く｡)の連結決算日後５年内における返済予定
額は以下のとおりである｡

(単位:百万円)
１ 年 超
２ 年 以 内

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内

長 期 借 入 金 ２５５,２３３ ２９０,９５４ １０６,１５３ ３２,３１９

(２)　その他

該当事項なし｡



－５８－

第 ６　提 出 会 社 の 株 式 事 務 の 概 要

決 算 期 ３月 ３１日 定 時 株 主 総 会 ６月 中

株 主 名 簿

閉 鎖 の 期 間
－ 基 準 日 ３月 ３１日

中 間 配 当 基 準 日 ９月 ３０日

株 券 の 種 類

1 株券、10 株券、50 株券、100 株券、500 株

券、1,000 株券、5,000 株券、10,000 株券、

100,000 株券並びに 100 株未満の株数を表

示する株券。但し、単位未満の株券につい

ては、再発行等一定の場合を除き発行しま

せん。 1 単位の株式数 １，０００株

取 扱 場 所 東京都港区芝三丁目３３番１号　　　   　　中央三井信託銀行株式会社　本店

代 理 人 東京都港区芝三丁目３３番１号　　　   　　中央三井信託銀行株式会社

取 次 所
中央三井信託銀行株式会社　　全国各支店

日本証券代行株式会社　　本支店及び出張所

株 式 の

名 義 書 換 え

名 義 書 換

手 数 料
無　　　料

新 券 交 付

手 数 料

印紙税相当額及び

これにかかわる消費税等

取 扱 場 所 東京都港区芝三丁目３３番１号　　　   　　中央三井信託銀行株式会社　本店

代 理 人 東京都港区芝三丁目３３番１号　　　   　　中央三井信託銀行株式会社

取 次 所
中央三井信託銀行株式会社　　全国各支店

日本証券代行株式会社　　本支店及び出張所

単 位 未 満 株 式 の

買 取 り

買 取 手 数 料
当会社が指定する証券会社の定める売買委託手数料相当額及びこれにかかわる

消費税等

公 告 掲 載 新 聞 名 　　東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する

特 典
　　該当事項なし



－５９－

第 二 部 　提 出 会 社 の保 証 会 社 等 の情 報

該 当 事 項 なし。


